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要 旨

本論文の目的は，視覚情報処理における認知的制御機構を明らかにすることであった。

我々は，これまで用いてきた方略を文脈や状況に応じて，より適切なものへと調整すること

ができる。この認知的制御は，近年では視覚情報処理に注目して検討されている（Egner, 

2007）。このような視覚情報処理の認知的制御を検討するため，本論文では刺激反応適合性

パラダイム（Fitts & Seeger, 1953）を用いた。これは，決められた標的（ターゲット）を課題

とは無関連な情報を無視しながら同定するものである。一般的に，ターゲットと無関連情報

が同じ反応を導く一致試行と，それらが異なる不一致試行が設けられ，不一致試行では無関

連情報からの競合が生じる。それゆえ，一致試行に比べて，不一致試行において遂行成績が

劣り，これは適合性効果（干渉）として算出される。この適合性効果は競合を効率的に排除

できなかった程度を反映し，さらに競合頻度によって変動する。競合頻度が低い事態（一致

試行が多い）に比べて，それが高い事態（不一致試行が多い）には，適合性効果は小さくな

る。このように競合頻度のような課題文脈によって変動する適合性効果は，競合適応効果と

呼ばれ，視覚情報選択性の調整が行われた程度として解釈することができる（Fernandez-

Duque & Knight, 2008）。この競合適応効果は，呈示位置の競合頻度に依存しても行われ

ることが明らかである。そこで，本論文では，刺激の呈示位置に依存して行われる視覚情報

選択性の調整機構を明らかにすることを目的とする。本研究は，研究 1（実験 1, 2, 3），研

究 2（実験 4，5，6）と，研究 3（実験 7，8）から構成される。 

これまで，呈示位置に依存する認知的制御研究のほとんどは，左右一側視野の情報が対側

半球に投入されることが神経基盤から明らかであるにも関わらず，左右大脳半球の関与に

ついてはほとんど検討されてこなかった。ラテラリティ研究では，視覚情報処理において，

各半球が独立した処理資源を有し，様々な処理が独立に行われることが示されていること

を考慮すれば（Nishimura & Yoshizaki, 2010），各半球に刺激が投入される事態では，その刺

激に関する視覚情報選択性の調整は，投入された半球で行われていることが想定できる。
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研究 1 では，フランカー課題を用いて，呈示位置の競合頻度に依存して行われる視覚情

報選択性の調整が，二つの機構の反映によって行われていることを明らかにした。実験 1 で

は，左右視野間で異なる競合頻度が，視覚情報選択性の調整に及ぼす影響を検討した。呈示

位置に依存する調整機構と，半球内の競合頻度に起因する調整機構が重畳に働くのであれ

ば，頑健な競合適応効果が生起することが予測された。左右各視野の上下の 4 箇所（左上，

左下，右上，右下）に十字型のフランカー刺激を呈示し，それらが一側半球に投入される事

態を用いて，左右視野間の競合適応効果に注目した。重要な操作として，左右いずれか一方

の視野を一致試行出現確率 75%（低競合視野）にし，もう一方の視野のそれを 25%（高競

合視野）にした。その結果，低競合視野に比べて高競合視野の適合性効果が小さくなり，左

右視野間において競合適応効果が生起した。これは，視覚情報選択性の調整が，半球内の競

合頻度だけではなく呈示位置に依存して行われていることを示唆した。

実験 2 では，実験 1 と同様の刺激布置を用いて，上下視野間で異なる競合頻度が視覚情

報選択性の調整に及ぼす影響を検討した。上述した二つの調整機構が働くのであれば，半球

間では競合頻度が同等となるため，競合適応効果が小さいことが予測された。実験の結果は，

上下視野間において，頑健な競合適応効果は見られなかった。そこで，実験 1 と実験 2 の

競合適応効果を実験間（参加者間）で比較したところ，そこに差は見られなかった。このこ

とを受けて，実験 3 では，参加者内計画で左右視野間と上下視野間の競合適応効果を比較

した。結果は，左右視野間と上下視野間の競合適応効果に差は見られなかった。しかしなが

ら，課題前半において，上下視野間に比べて左右視野間において競合適応効果が大きいこと

が示された。課題後半においては，左右視野間の競合適応効果は小さくなり，上下視野間の

それは大きくなった。

このように，研究 1 では左右視野間と上下視野間の競合適応効果に差が見られなかった

ため，呈示位置に依拠して視覚情報選択性の調整が行われたとも解釈できる。しかしながら，

課題遂行経験によって，左右視野間と上下視野間の競合適応効果の生起過程が異なること
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が示唆された。これらの結果から，視覚情報選択性の調整には，二つの異なる調整機構が介

在していることが示された。

研究 2 では，半球内の競合頻度に起因して視覚情報選択性の調整が行われることを明ら

かにした。実験 4 では，左右視野間に加え，左右両半球に刺激が冗長に投入される中央視野

に対しても刺激を呈示し，左右両視野の競合頻度を低競合（一致試行出現確率 75%）もし

くは高競合（一致試行出現確率 25%）とブロック間で変動させ，中央視野のそれは課題を

通して一定（一致試行出現確率 50%）に保った。もし，半球内の競合頻度に起因して視覚情

報選択性の調整が行われるのであれば，中央視野における適合性効果は，左右両視野におけ

る競合頻度の多寡に応じて変動することが予測された。実験の結果，中央視野の適合性効果

は，左右両視野の競合頻度の多寡に応じて変動し，競合適応効果が生起した。しかし，画面

全体における競合頻度の条件差（66.7% vs. 33.3%）によって，画面全体の競合頻度に依拠

して競合適応効果が生起したとも考えられた。そこで，実験 5 では，中央視野の競合頻度の

多寡が，競合頻度を一定にした左右両視野の視覚情報選択性の調整に及ぼす影響を検討し

た。この操作によって，画面全体における競合頻度の条件差（58.3% vs. 41.7%）を実験 4

よりも小さくし，半球内の競合頻度は実験間で同等（62.5% vs. 37.5%）にすることができ

た。結果は，実験 4 と同様に，競合頻度を一定にした左右両視野の適合性効果は，中央視野

の競合頻度の多寡に応じて変動した。さらに，画面全体の競合頻度が競合適応効果に及ぼす

影響を検討するため，実験間で競合適応効果量を比較したところ，低競合と高競合の頻度差

の大きい実験 4（66.7% vs. 33.3%: 33.3%）と，それが小さい実験 5（58.3% vs. 41.7%: 16.7%）

において，競合適応効果量に差は見られなかった。

実験 6 では，競合頻度の条件間における競合量の差が競合適応効果量を規定するかどう

かを検討するため，低競合と高競合の差が小さい頻度差小条件（56.25% vs. 43.75%: 12.5%）

と，それらの差が大きい頻度差大条件（62.5% vs. 37.5%: 25%）を設定した。もし，競合頻

度の条件差が競合適応効果量に重要であるならば，実験 4 と実験 5 の競合適応効果が同量
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であった結果は，画面全体の競合頻度ではなく，半球内の競合頻度に基づいて行われた視覚

情報選択性の調整ということが主張できた。実験の結果，頻度差大条件に比べて，頻度差小

条件において，競合適応効果が小さくなることが示され，画面全体における競合頻度の条件

差の大きさが競合適応効果量には重要であることが示された。このように，研究 2 では半

球内の競合頻度に起因した視覚情報選択性の調整が行われることが示唆された。

研究 3 では，半球優位性によって競合頻度に対する振る舞いが異なることを明らかにし

た。小さい文字（局所文字）から構成された大きな文字（大域文字）の複合パターン（Navon, 

1977）を左右いずれかの視野に呈示し，各視野における競合頻度の多寡を操作した。参加

者の課題は，大域情報の文字同定あるいは局所情報の文字同定を行うことであった。実験 7

では，右半球／左視野が優位となる大域情報同定課題を，実験 8 では左半球／右視野が優

位となる局所情報同定課題を用いた。その際，競合頻度を視野毎に操作し，一方の視野が低

競合（一致試行出現確率 80%）のときに，もう一方の視野が高競合（一致試行出現確率 20%）

になるように操作した。もし，半球に起因して視覚情報選択性の調整が行われているのであ

れば，課題要求に優位な半球に刺激が投入される事態と，その対側半球に刺激が投入される

事態とでは，競合頻度に対する振る舞いが異なることが予測された。実験の結果，課題要求

が優位となる半球に刺激が投入される事態（実験 7 における右半球，実験 8 における左半

球）には，干渉量が小さかった。これは，課題要求が優位となるため，競合を効率的に排除

でき，干渉量が小さくなったことを示唆し，競合頻度の多寡に関わらず，干渉量も変動しな

かった。一方，優位ではない半球に刺激が投入される事態（実験 7 における左半球，実験 8

における右半球）では，干渉量が大きくなった。重要なことに，競合頻度に応じて干渉量が

変動し，低競合に比べて高競合の事態に干渉量が小さくなる競合適応効果が生起した。従っ

て，課題要求が優位でない半球に刺激が投入された際は，競合頻度に応じた視覚情報選択性

の調整が行われることが示唆された。このように，研究 3 では，半球優位性によって競合頻

度に対する振る舞いが異なることが明らかとなった。
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研究 1 では，左右視野間もしくは上下視野間の競合頻度を操作し，左右視野間と上下視

野間では競合適応効果の生起過程が異なることが明らかとなった。これは，視覚情報選択性

の調整には，呈示位置の競合頻度に依存して行われる調整機構と，半球内の競合頻度に起因

して行われる調整機構が介在し，反映することが示唆された。研究 2 では，半球内の競合頻

度によって視覚情報選択性の調整が行われるのかを検討した。その結果，画面全体における

競合頻度に関わらず，半球内の競合頻度に応じて視覚情報選択性の調整が行われることが

示唆された。研究 3 では，半球優位性によって競合頻度に対する振る舞いが異なるのかを

検討し，課題要求が優位でない半球に刺激が投入された事態のみ，競合頻度に応じた視覚情

報選択性の調整が行われることが明らかになった。これは，半球起因調整機構が介在して視

覚情報選択性の調整が行われることを示している。 

これら三つの研究を踏まえて総合考察では，視覚情報選択性の調整についての新しいモ

デルを提案した。三つの研究を総合すると，呈示位置に対して行われる視覚情報選択性の調

整は，呈示位置の競合頻度に依存する「位置依存調整機構」と，半球内の競合頻度に起因す

る「半球起因調整機構」の反映によって行われることが明らかとなった。特に半球起因調整

機構は，半球間相補性（Cook, 1984）と半球内相互干渉（Żurawska vel Grajewska et al., 

2011）によって視覚情報選択性の調整に反映する度合いが異なることが示唆された。一側

半球にまず刺激が投入される事態には，半球間相補性が働く。さらに，左右視野間で競合頻

度が異なる事態には，左右半球間での調整傾向も異なることによって，半球間相補性が働く。

これらの半球間相補性が，視覚情報選択性の調整に対する半球起因調整機構の関与を上昇

させる。このような左右視野間で競合頻度が異なる事態には，位置依存調整機構に加え，半

球起因調整機構が大きく関与した視覚情報選択性の調整が行われる。一方，同一半球が担当

する一側視野内の呈示位置の間で競合頻度が異なる事態には，半球内で調整傾向が異なる

ため，このことが相互干渉を生じさせる。この半球内相互干渉によって，半球起因調整機構

の反映は低下する。従って，上下視野間で競合頻度が異なり，さらに刺激が両半球に冗長に
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投入される事態には，半球起因調整機構の働きの関与は低下し，位置依存調整機構のみが関

与する視覚情報選択性の調整が行われる。 

このように，本研究で得た知見は，視覚情報選択性の調整が位置依存調整機構に加え，半

球起因調整機構の働きによって行われることを明らかにした。さらに，視覚情報選択性の調

整への両機構の関与を示す新たなモデルは，これまでに得られた視覚情報処理の認知的制

御に関する知見の整合的な解釈を可能にするだけなく，検証すべき新たな仮説をもたらし

た。 
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第 1 章 序論 

第 1 節 はじめに 

1．認知的制御 

1.1. 認知的制御とは 

 私たちは，現在の環境や状況に応じて，これまで用いてきた方略を変容させ適応するこ

とができる。例えば，横断歩道を渡る際に，横断者の少ない歩道を渡るのと，人が混雑し

た街中の歩道を渡るのとでは，歩く方略が異なる。混雑した歩道を歩くときには，前から

やってくる人を常に避けながら反対側へ向かう必要がある。この場合，反対側に横断する

ということが目標となり，その目標を達成するために，環境や状況に応じて方略を変容さ

せ適応させている。このような能力は，認知的制御（cognitive control）と呼ばれ，目標と

一致する行為や思考を調整し，維持する能力と定義される（Egner, 2008; Miller & Cohen, 

2001）。 

 近年では，図 1-1 に示すような，トップダウンコントロール（top-down control），アクシ

ョン（action），パフォーマンスモニタリング（performance monitoring）の三つの成分から

なる循環するサイクルが認知的制御として想定されている（Blais, 2010）。トップダウンコ

ントロールは，内的な目標と外的な環境に関する行為や思考を柔軟に形作り，調整をする

認知的制御の基となる処理である。このシステムは，ワーキングメモリ（D’Esposito, Detre, 

Alsop, Shin, Atlas, & Grossman, 1995），反応抑制（Kumar, Shapiro, Haxby, Grady, & Friedland, 

1990），反応選択（Granon, Vidal, Thinus-Blanc, Changeux, & Poucet, 1994）などの前頭葉機能

に格納されていると考えられている。アクションは，これから行う行動や思考そのもので

ある。つまり，冒頭の例で言えば，“歩く”という行為に当たる。パフォーマンスモニタリ

ングは，アクションを査定し，実在する行動と目的とする行動との適合性を評価する。そ

れゆえ，実在する行動と目的とする行動の間に競合が生じる場合，その競合情報はトップ

ダウンコントロールへ送られ，トップダウンコントロールによって修正された適切な行動 
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図 1-1. 認知的制御サイクル（Blais, 2010）  
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が行われる。つまり，反対側に横断する（目標とする行動）際に，向かいから人が歩いて

きたため，まっすぐ歩くことのできない事態（実在する行動）では，人との衝突を避けな

がら横断することができる。このように，認知的制御のサイクルは，トップダウンコント

ロールからアクション，アクションからパフォーマンスモニタリング，パフォーマンスモ

ニタリングからトップダウンコントロールという形で持続的に行われている。 

 本論文では，このような認知的制御サイクルに基づいて，視覚情報処理における認知的

制御について議論を進める。したがって，視覚情報処理における認知的制御を「視覚情報

選択性の調整（adaptation of visual selectivity）」と表現する。 

1.2. 競合モニタリングモデル 

認知的制御サイクルをモデル化したものに，競合モニタリングモデル（conflict monitoring 

model）がある（Botvinick, Braver, Barch, Carter, & Cohen, 2001）。これは，認知的制御が行

われる過程を計算モデルによって示した，認知的制御研究で支持されるモデルの一つであ

る。このモデルは，刺激表象を表した入力層（input），課題に対する反応を行う反応層

（response），反応層によって生じた競合の大きさを評価する競合モニタリングユニット

（conflict monitoring），課題要求（task demand）の四つの要素で構成される（図 1-2）。これ

らのサイクルは機能的磁気共鳴画像法（functional Magnetic Resonance Imaging: fMRI）を用

いた脳画像研究からも明らかなように，競合モニタリング成分は前部帯状回（Anterior 

Cingulate Cortex: ACC）が担っており（Botvinick, Nystrom, Fissell, Carter, & Cohen, 1999; 

Egner & Hirsch, 2005; Kern, Cohen, MacDonald III, Cho, Stenger, & Carter, 2004; MacDonald III, 

Cohen, Stenger, & Carter, 2000; Milham, Banich, & Barad, 2003），ここで得られた競合量を外

側前頭皮質（Lateral Prefrontal Cortex: LPFC）に伝達させ，その量に応じて課題遂行に必要

な情報の表象（課題要求）を高めて行動を制御する（Badre & Wagner, 2004; Cohen, Botvinick, 

& Carter, 2000; Miller & Cohen, 2001）。例えば，MacDonald III et al. (2000) は，ストループ

課題中の脳活動を fMRI によって測定し LPFC 並びに ACC の関与を確認した。参加者は色 
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Hl Sl Hc Sc Hr Sr

L C R

H S

課題要求

入力層

反応層

競合モニタリング

SHS

図 1-2. 競合モニタリングモデル（Botvinick et al., 2001） 

入力層において，の大文字（H, S）は視覚刺激を表し，小文字（l, c, r）は呈示位置を表
す（Hl: 左に“H” ; Sl: 左に“S” ; Hc: 中央に“H” ; Sc: 中央に“S” ; Hr: 右に“H” ; 
Sr: 右に“S” ）。反応層の H と S はターゲットに対してマッピングされた反応手を表す。
課題要求は，呈示位置を表す（L: Left; C: Center; R: Right）。入力層の視覚刺激は反応層と
結び付き，入力層の呈示位置は課題要求と結び付く。 
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のついた色名単語を呈示され，単語の読みもしくはインクの色の同定を求められた。その

結果，色名単語とインクの色が一致しているかいないかに関係なく，LPFC がより賦活し，

LPFC は課題要求の維持に寄与していることが明らかとなった。興味深いことに，LPFC の

活動量と色名単語からの干渉量であるストループ効果との間に負の相関が見られ，LPFC

の活動が増強するに伴い，ストループ効果が減少した。つまり，課題要求を維持すること

によって，課題遂行を効率的に行うことが示された。ACC の活動は LPFC とは異なり，課

題要求に対してではなく，色名単語とその色が異なる事態に賦活することが示された。こ

のように，ACC は競合を検出する競合モニターの役割を担っており，LPFC は課題要求を

維持し，課題遂行を効率的に行う役割を担っている。 

1.3. 研究法 ―刺激反応適合性パラダイム― 

上述したような，認知的制御を研究する上で最も用いられる研究法として，刺激反応適

合性パラダイム（stimulus-response compatibility paradigm）が挙げられる（Fitts & Seeger, 

1953）。これは，課題とは無関連な情報を無視しながら，特定の情報を選択，同定を求める

パラダイムである。代表的なものにフランカー課題（Eriksen & Eriksen, 1974），ストループ

課題（Stroop, 1935），サイモン課題（Simon, 1990）が挙げられる。このパラダイムでは，

知覚と行為の間に対応関係があり，刺激間もしくは刺激反応間が適合する場合（一致試行）

に比べて，それらが適合しない場合（不一致試行）に競合が生じやすくなる。そのため，

一致試行に比べて不一致試行において，反応時間が遅くなり誤答率も上昇する。このよう

に，刺激反応適合性パラダイムは，知覚処理による運動処理への影響を検討することがで

きるため，認知的制御研究では広く使用される（Egner, 2007）。 

刺激反応適合性パラダイムにおける競合は，刺激と反応の間に知覚的，概念的，構造的

対応が不適合の事態に生じる。次元重複モデル（dimensional overlap model: Kornblum, 

Hasbroucq, & Osman, 1990）は，課題によって異なる競合の生起過程を明確にしたモデルで

ある。このモデルによれば，刺激反応適合性パラダイムには，刺激と反応が様々な次元で
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存在し，刺激と反応次元での重複がお互いに不一致であるときに，表象もしくは反応で競

合が生じる。それゆえ，課題要求に応じた正答反応を導くために競合を解消する必要があ

り，結果として競合しない刺激に比べて競合する刺激では反応時間が遅延する。このよう

な競合を導く次元重複には，課題関連次元（task-relevant stimulus dimension: relevant S）と

課題無関連次元（task-irrelevant stimulus dimension: irrelevant S）の重複（S-S overlap），課題

関連次元と反応次元（response dimension: R）の重複（relevant S-R overlap），課題無関連次

元と反応次元の重複（irrelevant S-R overlap）がある。各課題によって，次元重複が異なる

ものの，すべての課題において最終的には反応競合が生じる。 

フランカー課題 フランカー課題とは，ターゲットとその周辺に呈示される課題無関連

情報（フランカー）から構成された文字列が呈示され，フランカーを無視しながら，指定

された位置（通常は文字列の中心）の文字（ターゲット）同定を任意のボタンを押すこと

が求められる課題である（図 1-3）。通常，フランカーはターゲットの文字の両側に二つあ

るいはそれ以上呈示される。フランカーは，ターゲット文字のいずれかによって構成され

るため，反応セットの一つである。この課題では，課題関連刺激次元であるターゲットと，

課題無関連刺激次元であるフランカーでの次元が重複する S-S overlap となるため，それら

の次元内の表象が異なると，刺激競合が生じる。フランカー課題で生じる刺激競合は，呈

示空間により生じる知覚レベルでの競合であるため，空間に依存した視覚情報処理を検討

するのに適している（Eriksen, 1995）。 

さらにフランカー課題では，フランカー刺激に対しても反応が割り当てられるため，不

一致試行の事態には反応競合が生じる。この反応競合は，不一致試行が呈示された事態に，

正答反応となる反応手と誤反応となる反応手の両方から筋運動の準備を示した筋電位

（Coles, Gratton, Bashore, Eriksen, & Donchin, 1985; Gratton, Coles, Sirevaag, Eriksen, & 

Donchin, 1988）や片側性準備電位（Gratton et al., 1988）が示されていることからも，明ら

かである。 
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図 1-3. フランカー課題の例 

 適合性効果は，不一致試行の反応時間（もしくは誤答率）と，一致試行の反応時間（も
しくは誤答率）の差分から算出される。 
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 従って，フランカーがターゲットと同一刺激の一致試行（例えば，“HHHHH”）に比べ

て，それらが異なる不一致試行（例えば，“SSHSS”）においては，競合を解消する必要が

あるため，反応時間が遅延し，誤答率が上昇する（Eriksen & Eriksen, 1974）。 

適合性効果 不一致試行と一致試行における遂行成績の差分は，干渉量として算出され

る。特に，刺激反応適合性パラダイムによって得られる干渉量は，適合性効果（compatibility 

effect）と呼ばれ，競合解消の効率性を反映する。つまり，競合を効率的に解消できる事態

では，適合性効果は小さくなり，反対に効率的に競合を解消できない事態では，適合性効

果は大きくなる。このように，競合解消の効率性によって変動する適合性効果は，認知的

制御の指標として使用される（Fernandez-Duque & Knight, 2008）。 

1.4. 視覚情報選択性の調整 

 刺激反応適合性パラダイムで得られる適合性効果は，ほとんどなくなることはないが，

ターゲットとフランカーの距離（Andersen, 1990; Eriksen & Eriksen, 1974; Yantis & Johnston, 

1990），知覚的負荷（Lavie, 1995, 2005; Lavie & Cox, 1997），練習（Proctor & Lu, 1999; Reisberg, 

Baron, & Kemler, 1980），催眠（Raz, Shapiro, Fan, & Posner, 2002），課題文脈（Gratton, Coles, 

& Donchin, 1992; 蔵冨・吉崎・伏見，2012）などによって変動することが知られている。

近年特に，課題文脈によって適合性効果が変動することに注目が集まっている。以下では，

課題文脈による適合性効果の変動を示す二つの効果について言及する。 

一過性制御による Gratton 効果 直前の競合解消経験によって，現在の行動が制御され

る現象は，Gratton 効果（Gratton effect）と呼ばれる。これは，Gratton et al. (1992) によっ

て示され，認知的制御研究の基盤となっている。彼らは Experiment 1 において，フランカ

ー課題を用いて直前試行が現試行の適合性効果に及ぼす影響を検討した。その結果，直前

試行が一致試行の事態には現試行の適合性効果が増加するのに対して，直前試行が不一致

試行の事態には現試行の適合性効果が減少することを明らかにした。このような直前試行

の適合性によって変動する適合性効果は，一過性制御（transient control もしくは reactive 
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control）が反映していると考えられている。近年ではこの Gratton 効果を用いた検討が盛ん

に行われ，刺激反応適合性パラダイムを用いて一貫して頑健な結果が得られている。例え

ば，フランカー課題では，文字（Lamers & Roelofs, 2011, Experiment 1; Vietze & Wendt, 2009; 

Wendt & Luna-Rodriguez, 2009 Experiment 1; Wendt, Luna-Rodriguez, & Jacobsen, 2012），矢印

（Freitas, Bahar, Yang, & Banai, 2007; Ullsperger, Bylsma, & Botvinick, 2005, Experiment 1），数

字（Notebaert & Verguts, 2006, 2007, Experiment 2; Ullsperger et al., 2005, Experiment 2），カラ

ーパッチ（Braem, Verguts, Roggeman, & Notebaert, 2012， Experiment 1; Verbruggen, Notebaert, 

Liefooghe, & Vandierendonck, 2006），など様々な刺激を用いて，Gratton 効果が示されている。

さらに，色名単語（Duthoo & Notebaert, 2012; Freitas et al., 2007, Experiment 2）やカラーバ

ー（Lamers & Roelofs, 2011, Experiment 2, 3）を用いてインクの色同定を求めるストループ

課題，課題とは無関連な次元から競合の生じるサイモン課題（Akçay & Hazeltine, 2007, 

2008; Fischer, Dreisbach, & Goschke, 2008; Hommel, Proctor, & Vu, 2004; Stürmer, Leuthold, 

Soetens, & Schröter, 2002）においても，同様に Gratton 効果が示されている。 

Gratton 効果の生起メカニズムは，競合モニタリングモデルによって説明される。このモ

デルによれば，刺激が呈示された際，入力層においてターゲットの刺激表象と，その左右

に位置するフランカーの刺激表象が活性化する。それらの活性値は反応層の表象を活性化

させることになり，不一致試行の際には競合が生じることになる。競合モニタリングユニ

ット（ACC）によって検出された競合はその量を評価し，その競合量は課題要求へと伝え

られる。その競合量に応じて，課題要求では，中央のターゲット文字表象を活性化するこ

とになるため，次の試行ではフランカーからの影響が小さくなり，適合性効果も小さくな

る。それゆえ，一致試行後に比べて不一致試行後の試行で適合性効果が小さくなる Gratton

効果が生じる。このように，競合解消経験に基づいて行動調整が行われることから，Gratton

効果は競合適応効果（Conflict Adaptation Effect: CAE）とも呼ばれる。これは，競合検出の

際に，ACC の賦活が見られることが fMRI 研究（Botvinick et al., 1999; Kerns et al., 2004）か
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らも明らかなことや，直前試行の適合性によって，片側運動準備電位の潜時が異なる

（Gratton et al., 1992; Stürmer et al., 2002）だけではなく，ACC の賦活に関与すると考えら

れている N2 成分においても，振幅が異なること（Clayson, Clawson, & Larson, 2011; Clayson 

& Larson, 2011; Larson, South, Clayson, & Clawson, 2012）からも，競合モニタリングモデル

によって Gratton 効果を説明することができる。近年では，確率によって学習された予測

と起こりうる行為のタイミングを考慮した反応結果予測（Predicted Response Outcome: PRO）

モデル（Alexander & Brown, 2011; Brown, 2013）や随伴性学習（Schmidt, 2013ab）による説

明もされているが，上述したような一定の支持を受けていることもあり，本論文でも競合

モニタリングモデルの立場に依存して議論を進める。 

持続性制御によるブロックレベル競合適応効果 直前の競合が，現在の行動に影響を及

ぼすだけではなく，競合の量が行動に影響を及ぼすことも検討されている。Gratton et al. 

(1992, Experiment 2, 3) は，一致試行出現確率が適合性効果に及ぼす影響を検討した。彼ら

は Experiment 2 において実験ブロック内で一致試行／不一致試行の出現確率によって競合

頻度を操作し，その確率によって適合性効果量が変動することを示した。彼らは，一致試

行が 75%，不一致試行が 25%の確率で呈示される 75/25 条件のブロックと，それらの確率

が 50%の 50/50 条件のブロック，一致試行が 25%，不一致試行が 75%の 25/75 条件のブロ

ックを実施した。その結果，一致試行の多い 75/25 条件に比べて，不一致試行の多い 25/75

条件において，適合性効果が減少することが示された。このように一致試行／不一致試行

の出現確率を操作し，競合頻度によって適合性効果が変動する効果は，アルファベット文

字（Bartholow, Pearson, Dickter, Sher, Fabiani, & Gratton, 2005; 蔵冨他，2012; Wendt & 

Luna-Rodriguez, 2009; Wendt et al., 2012）だけではなく，矢印（Mattler, 2006; Purmann, Badde, 

Luna-Rodriguez, & Wendt, 2011），顔写真（Dickter & Bartholow, 2010）を用いたフランカー

課題，色名単語（Blais, Harris, Guerrero, & Bunge, 2012; Logan, Zbrodoff, & Williamson, 1984; 

Mayr & Awh, 2009; Tzelgov, Henik, & Berger, 1992），矢印（Logan & Zbrodoff, 1979），動物の
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線画（Bugg & Chanani, 2011）を用いたストループ（様）課題，サイモン課題（Borgmann, Risko, 

Stolz, & Besner, 2007; Stürmer et al., 2002; Toth, Levine, Stuss, Oh, Winocur, & Meiran, 1995）に

おいても見られる頑健な効果である。このようにブロック内の競合頻度に応じて変動する

適合性効果は，ブロックレベル競合適応効果（Block-wise conflict adaptation effect）と呼ば

れ，持続性制御（sustained control もしくは proative control）を反映していると考えられて

いる。 

ブロックレベル競合適応効果は，試行間で行われている視覚情報選択性の調整（Gratton

効果）の蓄積によって生じる効果である（Blais, 2010; Gratton et al., 1992; Verguts & Notebaert, 

2009）。一致試行出現確率が高い事態では，直前試行が一致試行になる確率も高くなるため，

競合を解消する機会も少なくなる。それゆえ，希に出現する不一致試行の競合に対して効

率的な解消，排除が行われないため，結果として適合性効果が増加する。反対に，不一致

試行出現確率が高い事態では，直前試行が不一致試行になる確率も高くなり，競合解消経

験も多くなる。それゆえ，競合解消の効率性も向上するため，適合性効果が小さくなる。 

一過性制御と持続性制御 近年では，Gratton 効果とブロックレベル競合適応効果は，

別々のメカニズムが介在する可能性も示唆されている（Braver, 2012; Braver, & Bugess, 

2008; De Pisapia & Braver, 2006; Mayr & Awh, 2009; Funes, Lupiáñez, & Humphreys, 2010; 

Ridderinkhof, 2002; Torres-Quesada, Funes, & Lupiáñez, 2013）。例えば，Funes et al. (2010) は，

サイモン課題と空間ストループ課題を用いて，それぞれ別の機構が介在していることを示

した。彼女らは，上向きおよび下向きの矢印を左視野，右視野，上視野，下視野の 4 箇所

のうちいずれかに呈示した。参加者の課題は，呈示される上下いずれかの矢印の向きを同

定することであり，反応は左手に上向き矢印，右手に下向き矢印と割り当てられた。この

操作により，左右視野いずれかに矢印が呈示される事態は，サイモン競合となり，上下視

野いずれかに矢印が呈示される事態は空間ストループ競合となった。空間ストループ競合

では，矢印の方向とその呈示位置によって適合性が操作され，例えば，上向き矢印が画面
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の上視野に呈示された事態は一致試行，反対にそれが下視野に呈示された事態は不一致試

行となった。彼女らは，サイモン競合（左右視野呈示）での一致試行出現確率を 75%もし

くは 25%に操作し，空間ストループ競合でのそれは 50%に保った。彼女らの目的はこの操

作によって，サイモン競合が空間ストループ競合に影響を及ぼすかを検討することであっ

た。 

Gratton 効果は競合タイプに依存して生じる知見（Egner, Delano, & Hirsch, 2007; 

Fernandez-Duque & Knight, 2008; Verbruggen, Liefooghe, Notebaert, & Vandierendonck, 2005, 

Experiment 2）からも明らかなように，Gratton 効果は異なる競合間では生起しないことが

予測された。注目すべき点は，競合頻度に応じたブロックレベル競合適応効果も競合間で

異なるかどうかであった。もし，ブロックレベル競合適応効果が Gratton 効果の蓄積によ

って生じているのであれば，空間ストループ競合は，サイモン競合からの影響を受けない

ことが予測された。 

実験の結果，Gratton 効果は予測通り，同一競合内（サイモン競合からサイモン競合，空

間ストループ競合から空間ストループ競合）でのみ観察され，直前試行が異なる競合（サ

イモン競合から空間ストループ競合，空間ストループ競合からサイモン競合）の事態には

生起しないことが明らかとなった。従って，直前の競合解消経験は，異なる競合に対して

影響を及ぼさないことが示された。それに対して，ブロックレベル競合適応効果は，一致

試行出現確率を操作したサイモン競合だけではなく，それを 50%に保った空間ストループ

課題においても生起した。つまり，同一競合内で操作された競合頻度が，現在の異なる競

合に対しても影響を及ぼすことが明らかとなった。この結果から彼女らは，一過性制御を

反映した Gratton 効果と，持続性制御を反映したブロックレベル競合適応効果は，それぞ

れ異なる機構が介在していることを示唆している。 

このように，Gratton 効果とブロックレベル競合適応効果は，異なるメカニズムが介在し

て生起している可能性は考えられる。しかし，渡辺・吉崎・蔵冨（2013）は，Funes et al. (2010) 
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と同様の手続きで実験を行ったが，一致試行出現確率が 50%の課題における適合性効果は

変動しないことを示し，追試することができなかった。さらに，ブロックレベル競合適応

効果が生起する事態に，Gratton 効果と同様の ACC の賦活（Carter, MacDonald, Botvinick, 

Ross, Stenger, Noll, & Cohen, 2000），片側準備電位（Gratton et al., 1992），N2 成分の振幅

（Bartholow et al., 2005; Purmann et al., 2011）が示されている点を踏まえると，Gratton 効果

とブロックレベル競合適応効果を異なるメカニズムによって説明するには十分とは言えな

い。以上の点から，本論文では Gratton 効果とブロックレベル競合適応効果が同一メカニ

ズムによって生起しているとする立場を取る。 

1.5. 競合頻度による視覚情報選択性の調整 

競合頻度によって生じる適合性効果の変動は，表 1-1 に示すように，フランカー刺激や

ストループ刺激に先行して呈示される競合頻度を示した手がかり（フランカー課題：

Gratton et al., 1992, Experiment 3; Fernandez-Duque & Knight, 2008, Experiment 4; Ghinescu, 

Schachtman, Stadler, Fabiani, & Gratton, 2010; ストループ課題：Crump, Gong, & Milliken, 

2006; Crump & Milliken, 2009; Crump, Vaquero, & Milliken, 2008; Fernandez-Duque & Knight, 

2008, Experiment 3A; Lamers & Roelofs, 2011, Experiment 3），ストループ課題における色名単

語毎（Jacoby, Lindsay, & Hessels, 2003）や，刺激呈示位置（Corballis & Gratton, 2003; 蔵冨・

吉崎，2010a; Vietze & Wendt, 2009; Wendt, Kluwe, & Vietze, 2008; Yoshizaki, Kuratomi, Kimura 

& Kato, 2013; Żurawska vel Grajewska, Sim, Hoenig, Herrnberger, & Kiefer, 2011）などに依存し

て競合頻度を操作することによっても得られる。 

呈示位置に依存する視覚情報選択性の調整 Corballis & Gratton (2003) は，刺激呈示視野

に応じて，競合頻度を操作し，呈示位置に依存して視覚情報選択性の調整が行われること

を示した。彼らは，Experiment 1 において，左右視野，中央視野にフランカー刺激を呈示

し，中央視野の一致試行出現確率を 50%に維持し，左右各視野の一致試行出現確率を 75%

と 25%（expect compatible left/ incompatible right：CL/IR 条件）もしくは，25%と 75%（expect  
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表 1-1. 競合頻度操作によって適合性効果の変動を示した研究 
著者 発表年 実験 課題タイプ 競合頻度操作 刺激

Aarts & Roelofs 2011 ストループ Cue-based 矢印

Bartholow et al. 2005 フランカー Block-wise アルファベット文字

Blais & Bunge 2010 ストループ Block-wise
Item-based

色名単語

Blais et al. 2012 ストループ Block-wise 色名単語

Bonnin et al. 2010 ストループ Block-wise 矢印単語

Borgmann et al. 2007 サイモン Block-wise アルファベット文字

Bugg & Chanani 2011 ストループ Block-wise
Item-based

動物の線画

Bugg et al. 2008 ストループ Item-based 色名単語

Bugg et al. 2011 ストループ Item-based 動物の線画

Bélanger et al. 2010 ストループ Block-wise 色名単語

Carter et al. 2000 ストループ Block-wise 色名単語

Coballis & Gratton 2003 フランカー Location-based アルファベット文字

Crump & Milliken 2009 ストループ Cue-based カラーパッチ

Crump et al. 2006 ストループ Cue-based 色名単語

Crump et al. 2008 ストループ Cue-based 色名単語

Dickter & Bartholow 2010 フランカー Block-wise 顔写真

Fernandez-Duque & Knight 2008 3 ストループ Cue-based 色名単語

4 フランカー Cue-based アルファベット文字

Funes et al. 2010 ストループ
サイモン

Block-wise 矢印

Ghinescu et al. 2010 フランカー Cue-based アルファベット文字

Gratton et al. 1992 2 フランカー Block-wise アルファベット文字

3 フランカー Cue-based アルファベット文字

Hutchison 2011 ストループ Block-wise
Item-based

色名単語

Jacoby et al. 2003 2A ストループ Item-based 色名単語

蔵冨・吉崎 2010a フランカー Location-based アルファベット文字

蔵冨他 2012 フランカー Block-wise アルファベット文字

Lamers & Roelofs 2011 3 ストループ Cue-based カラーバー

Lehle & Hübner 2008 2 フランカー Item-based 数字

Logan & Zbrodoff 1979 ストループ Block-wise 矢印

Logan et al. 1984 ストループ Block-wise 色名単語

Mattler 2006 フランカー Block-wise 矢印

Mayr & Awh 2009 2 ストループ Block-wise 色名単語

Purmann et al. 2011 フランカー Block-wise 矢印

Stürmer et al. 2002 サイモン Block-wise 図形

Torres-Quesada et al. 2013 ストループ
サイモン

Block-wise 矢印

Toth et al. 1995 サイモン Block-wise 矢印

Tzelgov et al. 1992 ストループ Block-wise 色名単語

Vietze & Wendt 2009 1 フランカー Location-based アルファベット文字

2 フランカー Item-based アルファベット文字

Wendt & Kiesel 2011 フランカー Block-wise アルファベット文字

Wendt & Luna-Rodriguez 2009 1 フランカー Block-wise アルファベット文字

2 フランカー Block-wise アルファベット文字

3 フランカー Item-based アルファベット文字

Wendt et al. 2008 フランカー Location-based アルファベット文字

Wendt et al. 2012 フランカー Block-wise アルファベット文字

Yoshizaki et al. 2013 フランカー Location-based 数字

Żurawska vel Grajewska et al. 2011 フランカー Block-wise
Location-based

アルファベット文字
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incompatible left/ compatible right：IL/CR 条件）にした。その結果，一致試行出現確率が 75%

の視野（CL/IR 条件における左視野，IL/CR 条件における右視野）に比べて，それが 25%

の視野（CL/IR 条件における右視野，IL/CR 条件における左視野）において，適合性効果

が減少する，視野間競合適応効果が示された。つまり，刺激の呈示位置に依存した競合頻

度に応じて，視覚情報選択性の調整が行われた。 

さらに，Corballis & Gratton (2003) は，Experiment 3 において，左右視野空間に依存する

視覚情報選択性の調整が，各半球に起因している可能性を示唆している。彼らは，左右視

野に加えて中央視野にフランカー刺激を呈示し，その際，左右視野の一致試行出現確率を

75%もしくは 25%にした。重要な操作として，中央視野の一致試行出現確率を 50%に固定

した。この手続きによって，競合解消経験を含めた左右視野情報は，各視野の対側半球へ

投入され，中央視野におけるそれらは左右両半球に投入することになる。ここで重要な点

は，一致試行出現確率を 50％に固定した中央視野の適合性効果が変動するかどうかである。

視覚情報選択性の調整が単に刺激呈示位置の競合頻度に依存して行われているのであれば，

一致試行出現確率が 50%の中央視野の適合性効果は，左右視野の一致試行出現確率の影響

を受けずに変動しないことが考えられた。しかし，もし半球に起因して視覚情報選択性の

調整が行われるのであれば，左右視野の一致試行出現確率が高い事態（両視野 75%）に比

べて，それが低い事態（両視野 25%）で中央視野（一致試行 50%）の適合性効果が大きく

なることが予測された。実験の結果，一致試行出現確率が 50%と一定であった中央視野の

適合性効果は，左右視野の一致試行出現確率に応じて変動することが明らかとなった。従

って，視覚情報選択性の調整は半球内の競合頻度に起因して行われていると結論づけた。 

この半球に起因する視覚情報選択性の調整に対して，Wendt et al. (2008) は，半球に起因

するのではなく，単に呈示位置の競合頻度に依存して行われると反論している。彼らは，

十字型のフランカー刺激を左視野の上下，右視野の上下のいずれかに呈示し，各呈示位置

の一致試行出現確率を操作した。例えば，図 1-4a のように左上視野には 75%，左下視野に 
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（a） Wendt et al. (2008) の刺激呈示位置および競合頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）Wendt et al. (2008) の適合性効果量 

図 1-4. Wendt et al. (2008) における刺激呈示例及び結果 

（a）は，刺激呈示位置毎の一致試行出現確率を示す。図中のパーセンテージは一致試行
出現確率を表す。（b）は，左右各視野および各呈示位置における適合性効果量を表す。 
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は 50%，右上視野には 50%，右下視野には 25%の確率で一致試行が呈示された。注目すべ

き点として，左右各視野内における呈示位置（上下視野）で適合性効果が変動するかどう

かであった。もし，呈示位置に依存した視覚情報選択性の調整が行われるのであれば，左

右視野間だけではなく左右視野内（上下視野間）においても適合性効果が変動することが

予測された。実験の結果は仮説を支持し，左右視野間だけではなく左右視野内においても

一致試行出現確率に応じた適合性効果の変動が見られた。つまり，75%視野，50%視野，

続いて 25%視野の順に適合性効果が減少することが明らかとなった（図 1-4b）。さらに，

左右視野間における 50%視野の適合性効果に違いは見られなかった。 

これらをまとめると，競合頻度の高い呈示位置（一致試行の少ない）に対しては，競合

を効率的に排除する制御が働くため，適合性効果が小さくなる。しかし，競合頻度の低い

呈示位置（一致試行の多い）に対しては，競合解消経験が少ないため，競合を排除する制

御は行われず，不一致試行が出現した際には，競合を解消するのに時間がかかるため，適

合性効果が大きくなる。このように，呈示位置に依存した競合頻度に応じて，視覚情報選

択性の調整が行われる。 

 

2. ラテラリティ 

 次に，本論文において認知的制御と同様に重要な背景となるラテラリティについて話を

移す。 

2.1. ラテラリティとは 

 ラテラリティ（laterality）とは，側性，利き側，片側優位性などと訳され，用語として

はそのままラテラリティとして用いられることが多く，左右一対のどちらか一方の機能が

優位であること，特定の活動や機能に関して優位であること，身体機能の左右の偏り，大

脳両半球で発達や機能に左右差のあることなどが挙げられる（永江，2012）。今日ではラテ

ラリティは大脳半球機能差とほぼ同義で使われる。その理由として，左右の身体器官等と 
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表 1-2. 左右大脳半球機能のラテラリティ（Kolb & Whishaw, 1996） 

 

 

 

  

機能 左半球 右半球
視覚 文字 複雑な幾何学パターン

単語 顔

聴覚 単語に関係する音 非言語的環境音
音楽

体性感覚 ？ 複雑なパターンの触覚的再認
点字

運動 複雑な随意運動 空間的パターンを含む動作

記憶 言語的記憶 非言語的記憶

言語 発話 韻律
読み
書字
計算

空間処理 幾何学
方向感覚
図形の心的回転
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左右の大脳半球機能差の神経回路が，おおむね交叉支配の関係で連絡しあっていることが

挙げられる（吉崎，2002）。つまり，身体器官のラテラリティは大脳半球機能差として還元

することができるため，大脳半球機能差の研究は神経心理学の領域内で特に注目され，研

究数が圧倒的に多い。 

 これまで行われてきた膨大な量のラテラリティ研究を Kolb & Whishaw (1996) は，表 1-2

のようにまとめている。ただし，ここで注意すべき点として，以下の 3 点が挙げられてい

る（八田，2003）。一つ目は，左右半球の差異として実験結果に現れるのは，一方が 2～3

割程度優れるという相対的な優位性である，という点である。二つ目は，右手利きの実験

参加者にあてはまることで，左手利きや両手利きの場合は異なることである。最後は，主

に成人や健常者を参加者とした実験から得られたものであり，発達年齢や発達的に問題が

ある参加者では異なる点である。 

2.2. 視覚情報処理におけるラテラリティ 

 大脳半球のラテラリティについては様々な機能で見られる。本論文では，視覚情報を用

いることから，視覚情報処理におけるラテラリティに焦点を当てる。 

 一側視野瞬間呈示法 視覚情報処理のラテラリティ研究において，最も使われる方法は，

一側視野瞬間呈示法である。これは，参加者が凝視している点から左視野もしくは右視野

にランダムに刺激を瞬間呈示し，一側半球だけにまず情報を入力する方法である。図 1-5

に示すように，人間の視覚神経伝達路は，左視野の情報は右半球へ，右視野の情報は左半

球へ入力されるように交叉している。そのため，眼球が動かなければ，左視野の刺激は右

半球へ，右視野の刺激は左半球へ投入される。参加者の眼球運動を制限するためには，1）

観察者に中央を凝視させ，2）刺激の呈示時間を眼球運動が生じるよりも短い時間にし，3）

刺激の呈示範囲を視野の対側半球に収まる範囲にする必要がある（吉崎，2002）。一般的に，

ヒトの眼球運動の潜時は，150 ms から 200 ms とされているため，刺激呈示時間を 200 ms

以内にすることによって，凝視点から眼球が移動することを防ぐことができる（Bourne,  
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図 1-5. 視覚神経伝達経路（Cohen, 1983） 
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表 1-3. 視覚情報処理におけるラテラリティ（永江，2012） 

 
*漢字を言語的ではなく，視覚的に処理する場合は右半球優位 
**明瞭な優位性は示さないが，傾向は見られる 
***符号化可能性によっては左右差が変動する 

 

 

 

  

処理 左半球（右視野）優位 右半球（左視野）優位
言語性 単語

一続きの文字
一文字
数字
平仮名
片仮名
漢字*

非言語性 刺激の検出**
明るさ**
奥行き
方向***
熟知度の低いパターン図形
複雑図形
顔
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2006; Cohen, 1983）。刺激が一側視野の対側半球に収まる範囲として，Sugishita, Hamilton, 

Sakuma & Hemmi (1994) は，離断脳患者に対して，特殊な機器を用いて，凝視点から 1.8°

以上左右に刺激を離す必要があることを示している。また，凝視点から 2.5°以上を離した

方がいいとする報告もある（White, 1972）。 

 近年 Bourne (2006) が，一側視野瞬間呈示法の手続きを次のようにまとめている。刺激

呈示時間は 150 ms から 180 ms の間，刺激呈示位置は凝視点から 2.5°以上左右に離すこと

によって，左右各視野の刺激情報が対側半球に投入されることが保証される。さらに，参

加者の顔は顔面固定台で固定され，刺激が呈示される前に凝視点を凝視することを強く教

示すること，刺激呈示位置はランダムであること，ブロック間に休憩をいれること，を推

奨している。これらの条件が満たされれば，認知課題で得られる遂行成績は，刺激が呈示

された視野の対側半球の処理が反映していると想定される。 

 このような，一側視野瞬間呈示法を用いた視覚情報処理におけるラテラリティの検討は，

様々な情報処理の左右半球優位性を明らかにしてきた（Hugdahl & Westerhausen, 2010）。そ

れらの知見は概ね，表 1-3 のように，言語性処理に関しては左半球優位を示し，非言語性

処理に関しては右半球優位性を示す（永江，2012）。 

情報処理方略とラテラリティ 上述したように刺激特性によって見られるラテラリテ

ィ研究だけではなく，処理水準や処理方略（課題要求）などを考慮して研究が行われてい

る（Cohen, 1972; Egeth & Epstein, 1972; 八田，1981; Klatzky & Atkinson, 1971; Simion, Bagnara, 

Bisiacchi, Ronkato, & Umiltà, 1980）。 

課題要求によって，ラテラリティが異なることを示した代表的なものに，大域・局所情

報処理のパラダイムがある。これは，呈示された情報の大域情報もしくは局所情報の同定

を求めるものである。この課題を用いて，大域情報処理の右半球優位性，並びに局所情報

処理の左半球優位性が明らかにされてきた（Delis, Robertson, & Efron, 1986; Martin, 1974）。

例えば，Lamb, Robertson, & Knight (1990) は，脳損傷患者に図 1-6 のような，“A”，“E”，  
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図 1-6. Lamb et al. (1990) の刺激例 

 ターゲットは“H”か“S”である場合，上段が局所ターゲットとなり，下段が大域ター
ゲットとなる。 

 

 



24 
 

“H”，“S”のいずれかの局所文字を用いて，“A”，“E”，“H”，“S”のいずれかの大域文字

を構成した複合パターンを呈示した。参加者の課題は大域・局所情報に関係なく，ターゲ

ットが“H”か“S”の同定をすることであった。それゆえ，“S”の局所文字を用いて“A” 

が構成された事態は局所ターゲットとなり（図 1-6 上段），“A”の局所文字を用いて“H”

が構成された事態は，大域ターゲットとなった（図 1-6 下段）。その結果，左半球損傷患者

は，局所ターゲットに比べて大域ターゲットにおいて，右半球損傷患者は大域ターゲット

に比べて局所ターゲットにおいて誤答率が低下した。従って，大域情報処理は右半球が，

局所情報処理は左半球が優位に行われることを示した。 

このような大域・局所情報処理の対比的なラテラリティは，健常者を対象に一側視野瞬

間呈示法を用いた検討で確認されているだけでなく（Hübner, Volberg, & Studer, 2007），事

象関連電位を用いた生理指標（Heinze, Hinrichs, Scholz, Burchert, & Mangun, 1998）や，陽電

子断層撮影法（PET; Fink, Halligan, Marshall, Frith, Frackowiak, & Dolan, 1997），fMRI（Han, 

Weaver, Murray, Kang, Yund, & Woods, 2002; Martinez, Moses, Frank, Buxton, Wong, & Stiles, 

1997）を用いた脳画像研究においても確認されている。 

さらに，Stephan, Marshall, Friston, Rowe, Ritzl, Zilles, & Fink (2003) は，課題要求が優位

な半球に刺激が投入される事態には，その半球がより賦活することを fMRI によって示し

た。彼らは，よく使われるドイツ語の単語の一文字を赤色にしたものを呈示し，その単語

に対して文字判断課題もしくは空間判断課題を行った。文字判断課題では，呈示された単

語に“A”が含まれているかどうかを判断する課題であった。単語に関する処理は左半球

優位が示されるため，この課題遂行中の活性化では左半球優位性が予測された。空間判断

課題では，赤色文字が中心から右側にあるのか左側にあるのかを判断する課題であった。

空間に対する処理は右半球優位を示すため，この課題遂行中の活性化は右半球優位性が予

測された。結果は仮説を支持し，空間判断課題時に比べて文字判断課題時に左半球が賦活

し，文字判断課題時に比べて空間判断課題時に右半球が賦活することが示された。このよ
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うに，同一の刺激を用いた事態において，課題要求に基づく処理方略に応じて半球活性化

のラテラリティが生じることが示された。 

 

2.3. 半球間相互作用 

 上述したように，ラテラリティ研究は左半球と右半球の機能的差異に関する研究が行わ

れてきた。しかし，健常者においては左半球と右半球は脳梁を中心とした交連線維でつな

がっているため，情報は常に半球間で転送し，統合している。そのため，左右半球に独立

した処理資源を有することを前提とした，視覚情報処理の左右半球間での相互作用並びに

半球独立性が近年検討されている（Alvarez & Cavanagh, 2005; Banich & Belger, 1990; 

Delvenne, 2005; Leblanc-Sirois & Braun, 2014; Luck, Hillyard, Mangun, & Gazzaniga, 1989; 

Nishimura & Yoshizaki, 2010; Wei, Kang, & Zhou, 2013; Yoshizaki, Sasaki, & Kato, 2008; 

Yoshizaki, Weissman, & Banich, 2007）。 

 各半球に独立する処理資源 視野間と視野内の遂行成績を比較することによって，各半

球に独立して有する処理資源が示されている。例えば，Alvarez & Cavanagh (2005) は，オ

ブジェクト追従課題を用いて，各半球が独立して視覚情報を処理していることを示した。

彼らは，二つのオブジェクトを左右視野内もしくは左右視野間に呈示し，参加者にそれら

の回転方向の同定を求めた。その結果，左右視野内に比べて左右視野間において正答率が

向上した。視覚性短期記憶課題を用いた Delvenne (2005) や Umemoto, Drew, Ester, & Awh 

(2010) も同様に，左右視野内に比べて左右視野間の遂行成績が向上することを示している。 

Awh & Pashler (2000) は，二つ以上の空間に注意のスポットライトを分割することは各

半球の処理資源が関与する可能性を示唆している。彼らは，二つの手がかり刺激呈示後に

呈示される文字列の中から，手がかり位置のターゲット再生を求める課題を用いて，注意

のスポットライトが二つの視野空間に分割できることを示した。さらに，垂直方向（上下

視野間）に比べ，水平方向（左右視野間）の分割が，遂行成績の向上につながることを明
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らかにし，左右視野に対するスポットライトの分割は，それぞれの対側半球に起因する処

理資源が働いたためだと考察している。 

さらに，Nishimura & Yoshizaki (2010) は，知覚的負荷理論（Lavie, 1995, 2005; Lavie & Cox, 

1997）を拡張することによって，各半球に独立した処理資源を有することを示した。知覚

的負荷理論とは，課題の知覚的負荷に応じて，処理資源を投入し，知覚的負荷が低い事態

には，余った処理資源が課題無関連な情報の処理に注がれるというものである。つまり，

知覚的負荷が高い事態に比べてそれが低い事態には，余った処理資源によって課題無関連

刺激の処理が進むため，干渉量が大きくなる。Nishimura & Yoshizaki (2010) は，この理論

を拡張するため，各半球の担当する左右視野間（Experiment 1）もしくは，両半球が担当す

る上下視野間（Experiment 2）で各視野の知覚的負荷を操作したフランカー刺激を呈示した。

もし，各半球が独立した処理資源を有するのであれば，左右視野間においてディストラク

ターが高負荷視野に呈示されるときに比べて，それが低負荷視野に呈示されるときには適

合性効果が大きくなり，一方で上下視野間においてはそのような差異が見られないことが

予測された。実験の結果は仮説を支持し，各半球が独立した処理資源を有することを示唆

した。 

これらの知見は，左右各半球は独立した処理資源を有し，視覚情報に対して独立して処

理されていることを示している。  
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第 2 節 本論文のテーマ 

1. 問題の所在 

視覚情報処理における認知的制御の機序については，刺激反応適合性パラダイムによっ

て生じる適合性効果を指標として，数多くの検討が行われてきた。認知的制御を反映する

ものとしては，一過性制御の反映として生起する Gratton 効果と持続性制御の反映として

生起する競合適応効果がある。競合モニタリングモデル（Botvinick et al., 2001）に基づけ

ば，いずれの制御も，不一致試行の競合解消後，もしくは競合解消経験が多い事態には，

競合モニタリングによって競合が検出され，その競合量は課題要求に伝えられ，行動が制

御されることによって競合を効率的に排除することができる。特に，競合頻度に応じた持

続性制御は，先行手がかり，アイテム（刺激項目），刺激呈示位置に依存して行われること

が明らかとなってきた。その中で本論文では，刺激の呈示位置に依存して行われる視覚情

報選択性の調整に注目する。 

これまで，呈示位置に依存する認知的制御研究のほとんどは，左右視野の情報が対側半

球に投入されることが神経基盤から明らかであるにも関わらず，左右大脳半球の関与につ

いてほとんど検討されてこなかった。Corballis & Gratton (2003, Experiment 3) は左右両半球

に刺激が投入される中央視野に対して，左右両視野（両半球）の競合頻度に応じた適合性

効果の変動が見られることから，視覚情報選択性の調整が半球に起因して行われる可能性

を示唆している。さらに，ラテラリティ研究では，視覚情報処理において，各半球が独立

した処理資源を有し，様々な処理が独立に行われることが示されている（Alvarez & 

Cavanagh, 2005; Delvenne, 2005; Nishimura & Yoshizaki, 2010; Yoshizaki et al., 2008）。このこ

とを考慮すれば，各半球に刺激が投入される事態では，その刺激に関する競合解消経験，

視覚情報選択性の調整は投入された半球で行われていることが想定できる。 

 そこで本研究は，視覚情報選択性の調整が呈示位置に依存して行われることを前提とし，

課題関連刺激が左右視野に呈示された事態では，左右半球も視覚情報選択性の調整に関与 
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することを実証することを目的とする。 

 

2. 本論文における認知的制御の定義 

 本論文では，呈示位置に対して行われる認知的制御が，半球に起因して行われるのかを

検討する。そのため，Wendt et al. (2008) や Vietze & Wendt (2009) からも明らかなように，

視覚情報選択性の調整が呈示位置に依存して行われることを前提とする。検討を行うにあ

たり，必要となる概念をここで定義する。 

 まず，本研究で扱う認知的制御は視覚情報処理について焦点を当てる。特に，視覚情報

における競合頻度が視覚情報選択性に及ぼす影響に基づいて検討するため，競合頻度によ

って行われる認知的制御のことを「視覚情報選択性の調整」と呼ぶ。この視覚情報選択性

の調整の反映として，一致試行と不一致試行の遂行成績の差分として算出される適合性効

果（干渉）の変動を指標とする。この干渉量は，競合頻度が高い事態には，競合が効率的

に解消できるため干渉量が小さくなる。一方，競合頻度が低い事態には，競合を解消しな

くても課題を遂行できるため，競合が出現した際には，競合を効率的に解消できず干渉量

が大きくなる。 

本論文では，呈示位置に依存した視覚情報処理を検討するのに適している（Eriksen, 

1995），フランカー課題（研究 1，2）および，刺激間もしくは反応間で競合の生じる大域・

局所情報同定課題（研究 3）を用いた。これらの課題において，刺激間および刺激反応間

で競合の生じる「不一致条件」と，それら競合が生じない「一致条件」が設定される。注

目するのは不一致条件と一致条件の遂行成績の差である「適合性効果」である。 

課題文脈として，競合頻度を操作するため，課題ブロック内で出現する一致試行出現確

率を操作した。具体的には，競合が生じる不一致試行に比べて一致試行の出現確率が高い

事態を「低競合」，反対に不一致試行に比べて一致試行の出現確率が低い事態を「高競合」

とし，各ブロックの呈示位置ごとに競合頻度を設定した。従って，一致試行出現確率 75%
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は低競合となり，一致試行出現確率 25%は高競合となる。この手続きによって，適合性効

果が変動した事態を競合頻度に応じた視覚情報選択性の調整が行われたと解釈する。また，

本論文では競合モニタリングモデルに基づくため，一致試行出現確率（競合頻度）によっ

て変動する適合性効果は，競合解消経験の蓄積によって生じていると解釈する。それゆえ，

競合頻度が低い事態に比べて，それが高い事態には競合解消経験が多くなり，課題要求が

強化されるため適合性効果が小さくなる。このように，競合頻度によって変動する適合性

効果は，競合解消経験に応じて行われることから，「競合適応効果」と呼ぶ。 

 

3. 本論文の目的と実験研究の構成 

本論文は，刺激呈示位置ごとに競合頻度を操作し，それに伴う適合性効果の変動に注目

する。これまでの知見（Corballis & Gratton, 2003; Vietze & Wendt, 2009; Wendt et al., 2008; 

Żurawska vel Grajewska et al., 2011）に従えば，刺激呈示位置によって異なる競合頻度

に応じた，適合性効果の変動が見られ，呈示位置に依存して視覚情報選択性の調整が確認

できることが予想される。本論文では，その呈示位置に依存して行われる視覚情報選択性

の調整に，半球が起因していることを実証するため，これまでのラテラリティ研究の知見

を応用して以下の三つの視点（研究 1，2，3）から検討する。 

まず研究 1（第 2 章）では，左右各半球が担当する左右視野間と，左右半球で競合頻度

が同じとなる上下視野間に対して行われる視覚情報選択性の調整について検討する。その

ため，左右視野間もしくは，上下視野間での競合頻度が適合性効果に及ぼす影響に注目し

た。呈示位置に依存して視覚情報選択性の調整が行われることが明らかなように（Corballis 

& Gratton, 2003; Vietze & Wendt, 2009; Wendt et al., 2008; Żurawska vel Grajewska et al., 

2011），いずれの視野間においても競合適応効果が生起することが予測される。さらに，

これまでのラテラリティの知見を踏まえれば，直接的に呈示位置の競合頻度に依存した「位

置依存調整機構」だけではなく，左右視野に対して頑健に働く半球内の競合頻度に起因し
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た「半球起因調整機構」が想定される。従って，左右視野間で競合頻度が異なる事態では，

位置依存調整機構に加え，半球起因調整機構が重畳に働くため，頑健な競合適応効果が観

察されることが予測される。同様に，上下視野間で競合頻度が異なる事態においても，位

置依存調整機構と半球起因調整機構が重畳に働くことが想定される。しかし，上下視野の

情報が両半球に投入されることによって，半球間では競合頻度に差がないため，半球起因

調整機構は，上下視野間に対する視覚情報選択性の調整には反映しない。それゆえ，上下

視野間において生起する競合適応効果は，位置依存調整機構のみを反映し，左右視野間の

競合適応効果に比べて小さくなることが予測される。このように，上下視野間に比べて左

右視野間の競合適応効果が大きくなれば，視覚情報の選択性は，位置依存調整機構だけで

はなく，半球起因調整機構によって調整されることが示される。 

 研究 2（第 3 章）では，左右視野間に加え，左右両半球に刺激が投入される中央視野に

対しても刺激を呈示し，半球起因調整機構が働くのかを検討する。その際，左右両視野に

おいて競合頻度をブロック間で変動させ，中央視野においてのそれは一定に保つ。もし，

位置依存調整機構によってのみ視覚情報選択性が調整されるのであれば，競合頻度が変動

する左右両視野においては競合適応効果が生起し，競合頻度を一定に保った中央視野では

適合性効果の変動は見られないと予測される。しかし，半球起因調整機構が働くのであれ

ば，競合頻度が変動する左右両視野だけではなく，それを一定にした両半球の担当する中

央視野においても，競合適応効果が生起することが予測される。さらに，左右両視野にお

ける競合頻度を一定にし，中央視野における競合頻度を操作した事態においても，中央視

野と同様に左右両視野で競合適応効果が生起するのであれば，半球起因調整機構が反映し

て視覚情報の選択性が調整されていることが示唆される。 

 研究 3（第 4 章）では，視覚情報選択性の調整の検討で使用されてきた従来までの課題

とは異なり，左半球優位性もしくは右半球優位性がある課題を用いて，呈示位置に依存す

る視覚情報選択性の調整を検討する。そのため，課題要求を変えることによって半球優位
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性が異なる，大域・局所情報同定課題を用いる。Navon 課題（Navon, 1977）で使用される

ような複合パターンが一側視野に呈示し，左右視野間で競合頻度を操作する。注目する点

は，これらの課題において，各視野における視覚情報の選択が調整されるパターンが異な

るかどうかである。もし，位置依存調整機構が，視覚情報選択性の調整に反映しているの

であれば，左右視野に関係なく，そして課題要求に関係なく競合頻度が低い視野に比べて

それが高い視野で干渉量が大きくなることが予測される。しかし，半球起因調整機構が反

映して視覚情報選択性が調整されるのであれば，課題要求に応じて左右視野間で，競合に

対する干渉量の多寡が異なることが予測される。右半球優位性を示す大域情報同定課題で

は左視野において，左半球優位性を示す局所情報同定課題では右視野において，競合頻度

に関わらず競合は効率的に排除されるため，干渉量も小さくなる。一方，大域情報同定課

題では右視野に，局所情報同定課題では左視野に刺激が呈示されると，それぞれの課題が

優位とはならない半球（大域情報同定課題では左半球，局所情報同定課題では右半球）に

刺激が投入されるため，競合は効率的に解消できず，干渉量は比較的大きくなる。この場

合，競合頻度によって視覚情報の選択が調整され，競合適応効果が生じることが予測され

る。このように，課題の半球優位性によって呈示視野の競合頻度に対する振る舞いが異な

るのであれば，半球起因調整機構の存在を主張できる。 
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第 2 章 研究 1 

第 1 節 研究 1 の目的 

 研究 1 では，左右各半球で競合頻度が異なる左右視野間と，左右両半球で競合頻度が同

じとなる上下視野間に対して行われる視覚情報選択性の調整について検討する。フランカ

ー課題を用いたこれまでの研究では，左右視野間における競合頻度の操作（Corballis & 

Gratton, 2003; 蔵冨・吉崎，2010a，Wendt et al., 2008; Żurawska vel Grajewska et al., 2011）

だけではなく，上下視野間に対する操作（Vietze & Wendt, 2009; Wendt et al., 2008; Żurawska 

vel Grajewska et al., 2011）においても，適合性効果の変動が観察されている。これらの

知見から，視覚情報の選択は，位置依存調整機構によって調整されていることが示唆され

ている。さらに，左右一側視野の情報は対側半球に投入されて処理されるため，半球起因

調整機構によっても視覚情報選択性の調整が行われていることも想定される。しかし，

Corballis & Gratton (2003) で観察された左右視野間における適合性効果の変動は，彼ら自身

も認めるように，刺激布置に問題がある。つまり，水平方向に配置されたフランカー刺激

は，凝視点からの視野角が狭かったため，各視野の情報が対側半球に投入されているので

はなく，両半球に投入されている可能性があった。そのため，Corballis & Gratton (2003) の

結果が，半球起因調整機構の反映した結果なのかは明らかではなかった。 

 そこで，研究 1 では，この実験手続き上の問題点を解消した事態で，左右視野間および

上下視野間における視覚情報選択性の調整を検討する。一側視野瞬間呈示法でのラテラリ

ティの推定には，刺激は 200 ms 以下の呈示時間で，中心から 2°～7°の範囲に呈示すること

が必要である（Bourne, 2006; Cohen, 1983）。逆に中央から 2°以内に呈示されている事態で

は，左右両半球に冗長に入力されていることになる。このことを受けて研究 1 では，左右

視野に呈示されるフランカー刺激は 100 ms 間，2°～5°の範囲に呈示される。実験 1 では，

左右各半球が担当する左右視野間に対して競合頻度の操作を行った。もし，呈示位置の競

合頻度に加え，半球内の競合頻度に起因して視覚情報選択性の調整が行われるのであれば，
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左右視野間に対して頑健な競合適応効果が生起することが予測される。実験 2 では，左右

両半球の競合頻度が同じとなる上下視野間に対して競合頻度の操作を行った。この操作で

は，上下視野間の視覚情報は両半球に投入されるため，左右半球間の競合頻度は同等とな

るため，半球起因調整機構は，上下視野間の競合適応効果には反映しない。それゆえ，上

下視野間で生起する競合適応効果は，位置依存調整機構のみが反映し，左右視野間の競合

適応効果に比べて小さくなることが予測される。実験 3 では，左右視野間と上下視野間の

競合適応効果を参加者内で比較し，視覚情報選択性の調整が，二つの異なる機構によって

行われているのかを明らかにする。位置依存調整機構と半球起因調整機構が重畳に働くこ

とによって，視覚情報の選択調整が調整されるのであれば，上下視野間に比べて，左右視

野間の競合適応効果が大きくなることが予測される。  
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第 2 節 実験 1*1，実験 2*1，実験 3*2 

1. 実験１ 

1.1. 目的 

 実験 1 では，左上，左下，右上，右下のいずれかに十字型のフランカー刺激を呈示し，

左右各視野における一致試行出現確率を 2 水準（75%と 25%）で操作した（低競合視野条

件，高競合視野条件）。ターゲット文字と周辺情報が同一カテゴリーであると認識できる事

態に，ターゲット文字と周辺情報が競合する（Hatae, 1982; Hatae & Hatta, 1982）ため，フ

ランカー刺激はすべてアルファベット文字によって，十字型に構成された。一方の視野（例

えば，左上および左下視野）を低競合視野条件（一致試行 75%），もう一方の視野（例え

ば，右上および右下視野）を高競合視野条件（一致試行 25%）にすることによって，全試

行中の一致試行出現確率を 50%にした。これにより，一つの視野における競合頻度が，そ

の対側半球で経験されることが想定できる。それゆえ，位置依存調整機構に加え，半球起

因調整機構が反映して視覚情報の選択が調整されるのであれば，左右視野間で競合適応効

果が生起することが予測された。つまり，高競合視野条件の適合性効果は，低競合視野条

件のそれに比べて小さくなる。 

1.2. 方法 

 要因計画 ターゲットとフランカーの適合性（一致，不一致）×競合頻度視野（低競合

視野，高競合視野）×視野（左視野，右視野）の 3 要因参加者内計画で実施された。 

 実験参加者 実験参加への同意書に署名を得た，右手利き大学生および大学院生 16 名

（女性 12 名，M = 21.8 歳，SD = 3.11）が参加した。利き手の判定は，H. N. きき手テスト

（八田・中塚，1975）によって行われた。すべての参加者は矯正を含み，正常な視力を有

した。参加者は，500 円相当の謝礼を得た。 

                                                  
*1 実験 1 および実験 2 は人間環境学研究誌上にて発表された（蔵冨・吉崎，2010b）。 
*2 実験 3 は愛知淑徳大学論集―心理学部篇―誌上にて発表された（蔵冨・吉崎，2012）。 
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 装置 刺激は PC とそれに接続された 17 インチ CRT ディスプレイ（SONY 社製

CPD-E230；リフレッシュレート 70 Hz）によって，呈示された。反応の採取は Cedrus 社製

反応キー（RB-530）によって行われた。刺激呈示の制御，および反応の記録には Cedrus

社製 SuperLab Pro for Windows（Ver. 2.04）を使用した。また，画面と目の距離を一定に保

ち，頭部と固定するために，顔面固定台を使用した。 

 刺激 課題関連文字は図 2-1 に示すように，中心にターゲットを配置し，その上下左右

にそれぞれ配置された四つのフランカーから構成された。すべての刺激は，白色の背景に

呈示された。ターゲットとフランカーは，黒色の MSP ゴシックフォントで作成されたアル

ファベット文字“X”と“N”が使用された。それらの大きさは視角にして，縦 0.62°×横

0.77°であった。課題関連文字列は，ターゲットとフランカーが同一文字である一致条件 2

種類（例えば，ターゲット“X”，フランカー“X”）とターゲットとフランカーが異なる文

字である不一致条件 2 種類（例えば，ターゲット“X”，フランカー“N”）が用意された。

ターゲットの中心からフランカーの中心までの距離は，水平垂直方向に 1.08°であった。 

 文字列は，左上視野，左下視野，右上視野，右下視野の 4 箇所いずれか一つに呈示され

た。凝視点からターゲットまでの距離は水平垂直方向に 3.41°であった。フランカーの位置

は，文字列が十字型になるように呈示された。凝視点として，視角にして縦 0.46°×横 0.46°

のプラス記号（“＋”）を使用した。 

 手続き 実験は個別に行われた。参加者は，画面から 37 cm の距離に顔面固定台によっ

て頭部を固定された。各実験ブロック開始直前に，画面中央を凝視すること，実験の目的

上中心を凝視できない試行は無効になることを強く伝えた。 

 各試行の流れは以下の通りであった。まず画面中央にチャイム音と共に凝視点が 500 ms

間呈示され，続いて課題関連刺激が 100 ms 間 4 箇所のいずれかに呈示された。ここで，参

加者は十字型の文字列の中央文字（ターゲット文字）が“X”か“N”かの同定をできるだ

け速く，できるだけ正確に行うよう求められた。参加者の反応後，もしくは反応がなかっ 
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図 2-1. 刺激呈示例（研究 1） 

 

  

X N
X N X N N N

X N

X N
X X X N X N

X N

左上視野／不一致試行 右上視野／一致試行

左下視野／一致試行 右下視野／不一致試行
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た場合は刺激呈示 1050 ms 後，1000 ms の間隔をおいて次の試行が開始された。反応キー

は実験参加者の体の中央に置かれ，二つのボタンは体の手前（下）と奥（上）に配置され

た。ターゲットが“X”だったときは右手人差し指で奥（上）のボタンを，“N”だったと

きは左手人差し指で手前（下）のボタンを押すように教示された。 

 本試行は 64 試行からなるブロックを 8 ブロック，計 512 試行行った。一致試行が 24 試

行（75%），不一致試行が 8 試行（25%）からなる視野を低競合視野条件，一致試行が 8 試

行（25%），不一致試行が 24 試行（75%）からなる視野を高競合視野条件とした。これら

の操作は，左右視野に対してのみ行われた。従って，左右各視野内での上下視野の一致試

行出現確率は，50%であった。具体的に言えば，低競合視野条件における上下各視野は，

一致試行 12 試行，不一致試行 4 試行からなり，高競合視野条件における上下各視野には，

一致試行 4 試行，不一致試行 12 試行からなった。 

 8 名の参加者は，左視野に低競合視野条件，右視野に高競合視野条件からなるブロック

を 4 ブロック行った後，左視野に高競合視野条件，右視野に低競合視野条件からなるブロ

ックを 4 ブロック行った。残りの 8 名は，その逆の順序で実験を行った。本試行前に，一

致試行出現確率が 50%の練習試行（64 試行）を行った。 

1.3. 結果 

 各実験参加者に対して正答を要した反応時間と誤答率の平均値を条件毎に算出した。な

お，反応時間が 200 ms 以下の焦燥反応はなかった。各実験参加者により得られた正答試行

の反応時間と誤答率の平均および SD を表 2-1 に示す。 

 反応時間 反応時間を用いて，要因計画に沿った 3 要因実験参加者内分散分析を行った

結果，ターゲットとフランカーの適合性（F(1, 15) = 171.46, p < .001, ηp
2 = .92）と視野（F(1, 

15) = 8.85, p =.010, ηp
2 = .37）に主効果が見られた。これは，適合性効果（64 ms）が得られ

たこと，左視野（520 ms）よりも右視野（512 ms）で反応が速いことを示した。 

 さらに，ターゲットとフランカーの適合性×競合頻度視野において，交互作用が見られ 
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表 2-1. 各条件における平均反応時間（ms）および誤答率（%）（実験 1） 

 
※カッコ内は SD 

 

  

競合頻度視野 適合性

反応時間（ms） 低競合視野 一致 484 (56) 480 (59)
不一致 555 (70) 549 (66)

高競合視野 一致 489 (55) 483 (59)
不一致 552 (76) 534 (58)

誤答率（%） 低競合視野 一致 3.7 (5.0) 12.3 (6.5)
不一致 3.8 (3.3) 11.3 (6.8)

高競合視野 一致 3.5 (5.4) 10.6 (5.3)
不一致 5.5 (7.5) 9.8 (7.5)

左視野 右視野
視野
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図 2-2. 各競合頻度における反応時間（実験 1） 

バーは標準誤差を表す。 
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た（F(1, 15) = 5.40, p = .035, ηp
2 = .26）。これは図 2-2 に示すように，適合性効果が高競合視

野条件（57 ms）よりも，低競合視野条件（70 ms）が大きかったことの反映であった。 

 また，3 要因の交互作用は有意ではなかった（F(1, 15) = 2.38, p = .144, ηp
2 = .14）。その他

の主効果，並びに交互作用は有意ではなかった（Fs < 1.67）。 

 誤答率 誤答率についても反応時間と同様の分析を行った結果，視野にのみ主効果が見

られ（F(1, 15) = 28.79, p < .001, ηp
2 = .66），左視野（4.1%）よりも右視野（11.0%）で誤答

率が高かった。また，競合頻度視野×視野に交互作用の傾向が見られた（F(1, 15) = 3.11, p 

= .098, ηp
2 = .17）。これは，左視野では低競合視野条件（3.8%）と高競合視野条件（4.5%）

によって誤答率は変わらないのに対して（F(1, 30) = 0.69, p = .414, ηp
2 = .02），右視野では低

競合視野条件（11.8%） よりも高競合視野条件（10.2%）において，誤答率が低くなる傾

向（F(1, 30) = 3.55, p = .069, ηp
2 = .11）の反映であった。その他の主効果，並びに交互作用

は有意に達しなかった（Fs < 2.91）。 

1.4. 考察 

 Corballis & Gratton (2003, Experiment 1) の手続き上の問題を改良し，呈示視野の対側半球

の影響を推測できる事態で，左右視野における競合適応効果を確認することが本実験の目

的であった。実験の結果，高競合視野条件の適合性効果は，低競合条件のそれよりも小さ

かった。この結果は，視覚情報を左右各視野（半球）で独立に処理されているとする知見

（Alvarez & Cavanagh, 2005; Banich & Belger, 1990; Delvenne, 2005; Nishimura & Yoshizaki, 

2010; Wei et al., 2013）からも明らかなように，各半球内の競合頻度に起因して視覚情報選

択性の調整が行われている可能性を示唆している。 

しかしこの結果は，必ずしも左右視野空間の対側半球によって，視覚情報選択性の調整

が反映していると主張するには十分ではない。なぜならば，単に左右視野空間の競合頻度

に依存して視覚情報選択性の調整が行われたとも解釈することができる。そこで，実験 2

では，両半球が担当する上下視野間に対する視覚情報選択性の調整を検討した。 



41 
 

2. 実験 2 

2.1. 目的 

 実験 2 では，左右両半球の競合頻度が同じとなる上下視野間に対する視覚情報選択性の

調整を検討した。実験 1 と同様の手続きを用いて，上下視野間に対して競合頻度を操作し

た。一方の視野（例えば，左上および右上視野）を低競合視野条件，もう一方の視野（例

えば，左下および右下視野）を高競合視野条件とした。 

 このような競合頻度操作では，上下視野の視覚情報が両半球に投入されるため，左右両

半球では低競合と高競合の両者を経験するため，半球間の競合頻度は同等となる。従って，

位置依存調整機構と，半球起因調整機構が重畳に働くのであれば，上下視野間における競

合適応効果は，位置依存調整機構のみを反映して生起することが考えられる。それゆえ，

左右視野間で見られた頑健な競合適応効果は生起しないことが予測される。しかしながら，

半球内の競合頻度に起因することなく，位置依存調整機構が働いているのであれば，上下

視野間においても頑健な競合適応効果が生起することが予測された。 

2.2. 方法 

 要因計画 ターゲットとフランカーの適合性（一致，不一致）×競合頻度視野（低競合

視野，高競合視野）×視野（上視野，下視野）の 3 要因参加者内計画で実施された。 

 実験参加者 実験参加への同意書に署名を得た，右手利き大学生および大学院生 16 名

（女性 12 名，M = 20.6 歳，SD = 2.62）が参加した。利き手の判定は，H. N. きき手テスト

（八田・中塚，1975）によって行われた。すべての参加者は矯正を含み，正常な視力を有

した。参加者は，500 円相当の謝礼を得た。 

 装置・刺激 装置および刺激は実験 1 と同様であった。 

 手続き 手続きは一致試行出現確率を操作する視野を除いて実験 1 と同様であった。本

試行は 64試行からなるブロックを 8ブロック，計 512試行行った。一致試行が 24試行（75%），

不一致試行が 8 試行（25%）からなる視野を低競合視野条件，一致試行が 8 試行（25%），
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不一致試行が 24 試行（75%）からなる視野を高競合視野条件とした。これらの操作は，上

下視野に対してのみ行われた。 

 8 名の参加者は，上視野に低競合視野条件，下視野に高競合視野条件からなるブロック

を 4 ブロック行った後，上視野に高競合視野条件，下視野に低競合視野条件からなるブロ

ックを 4 ブロック行った。残りの 8 名は，その逆の順序で実験を行った。本試行前に，一

致試行出現確率が 50%の練習試行（64 試行）を行った。 

2.3. 結果 

 各実験参加者に対して正答を要した反応時間と誤答率の平均値を条件毎に算出した。な

お，反応時間が 200 ms 以下の焦燥反応を分析から排除した。実験 2 においてそのような試

行は，全試行の 0.1%未満（全 8192 試行中 4 試行）であった。各実験参加者により得られ

た正答試行の反応時間と誤答率の平均および SD を表 2-2 に示す。 

 反応時間 正答に要した反応時間を用いて，要因計画に沿った 3 要因実験参加者内分散

分析を行った結果，ターゲットとフランカーの適合性（F(1, 15) = 58.99, p < .001, ηp
2 = .80）

に主効果が見られ，適合性効果（48 ms）が得られたことを示した。また，競合頻度視野×

視野の交互作用が有意であった（F(1, 15) = 7.02, p = .018, ηp
2 = .32）。これは，低競合視野条

件においては上視野（543 ms）と下視野（559 ms）の反応時間の差は小さかったのに対し，

高競合視野条件では，上視野（561 ms）よりも下視野（542 ms）において反応が速いこと

の反映であった。 

 重要なことに，実験 1 で見られた競合頻度視野×ターゲットとフランカーの適合性の交

互作用はなかった（F(1, 15) = 1.38, p = .259, ηp
2 = .08）。その他の主効果，交互作用も有意に

は達しなかった（Fs < 1）。 

 誤答率 誤答率についても反応時間と同様の分析を行った結果，ターゲットとフランカ

ーの適合性にのみ主効果が見られ（F(1, 15) = 13.35, p = .002, ηp
2 = .47），誤答率においても

適合性効果（7.8%）が見られた。また，視野において主効果の傾向（F(1, 15) = 3.80, p = .070, 



43 
 

表 2-2. 各条件における平均反応時間（ms）および誤答率（%）（実験 2） 

 
※カッコ内は SD 

 

 

  

競合頻度視野 適合性

反応時間（ms） 低競合視野 一致 519 (88) 533 (95)
不一致 567 (84) 586 (83)

高競合視野 一致 540 (90) 519 (97)
不一致 583 (87) 566 (92)

誤答率（%） 低競合視野 一致 3.8 (3.2) 5.1 (4.1)
不一致 11.9 (8.6) 15.8 (10.5)

高競合視野 一致 5.5 (5.2) 6.4 (5.0)
不一致 12.4 (8.9) 11.9 (8.0)

視野
上視野 下視野
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ηp
2 = .20）が見られ，上視野（8.4%）に比べて下視野（9.8%）において誤答率が高い傾向

があった。 

 重要なことに，反応時間では見られなかった競合頻度視野×ターゲットとフランカーの

適合性の交互作用に傾向が見られた（F(1, 15) = 3.90, p = .067, ηp
2 = .21）。つまり，高競合視

野条件（6.2%）に比べて，低競合視野条件（9.4%）において適合性効果が大きかったこと

を反映していた。 

その他の主効果，並びに交互作用は有意に達しなかった（Fs < 1.46）。 

2.4. 考察 

 実験 2 では実験 1 で見られた左右視野における競合適応効果が上下視野においても生起

するのかを検討した。競合頻度に基づいた視覚情報選択性の調整は，位置依存調整機構に

加え，半球起因調整機構が介在しているのであれば，両半球が担当する上下視野間に対し

ては，位置依存調整機構のみが反映した競合適応効果が生起することが予測された。実験

の結果，上下視野間に対しても競合適応効果が見られる知見（Vietze & Wendt, 2008; Wendt 

et al., 2008; Żurawska vel Grajewska et al., 2010）とは異なり，上下視野空間の競合頻度に依

存した頑健な競合適応効果は見られなかった。これは，半球起因調整機構が競合適応効果

に反映しなかったためだと考えられる。上下視野間における競合頻度の操作では，左右半

球間の競合頻度が同等となり，半球起因調整機構による反映は見られない。そのため，上

下視野に対して位置依存調整機構のみが競合適応効果に反映したためだと解釈できる。 

左右視野間（実験 1）と上下視野間（実験 2）の競合適応効果を比較するため，反応時

間を用いて，実験を要因とした実験×適合性×競合頻度視野の 3 要因混合分散分析を実施し

た。半球起因調整機構が重畳に働いているのであれば，上下視野間に比べて左右視野間の

競合適応効果が大きくなることが予測された。分析の結果，予測された 3 要因の交互作用

はなく（F(1, 30) = 0.99, p = .328, ηp
2 = .03），適合性と競合頻度視野に交互作用が見られ（F(1, 

30) = 6.39, p = .017, ηp
2 = .18），競合適応効果が生起した。つまり，左右視野間と上下視野
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間の競合適応効果量に差が見られないことが明らかとなった。従って，位置依存調整機構

によって，視覚情報の選択性が頑健に調整されていることが示唆された。 

しかし，参加者間での比較であったため個人差が影響し，左右視野間および上下視野間

の競合適応効果に差が見られなかったのかもしれない。それゆえ，数値上では上下視野間

（5 ms）に比べて左右視野間（12 ms）の競合適応効果が大きかった。実際，ワーキングメ

モリ容量が競合適応効果に影響を及ぼす知見（Hutchison, 2011; Weldon, Mushlin, Kim, & 

Sohn, 2013）もある。そこで，実験 3 では参加者内で左右視野間と上下視野間の競合適応

効果を比較する。 

 

3. 実験 3 

3.1. 目的 

実験 3 では，視覚情報選択性の調整が位置依存調整機構に加え，半球起因調整機構が重

畳に働いているかどうかを参加者内計画で検討する。実験 1（左右視野間）と実験 2（上下

視野間）を参加者間計画で比較したところ，数字上は上下視野間に比べて左右視野間の競

合適応効果が大きくなったものの，統計的には有意ではなかった。そこで，実験 3 では参

加者内計画にすることによって個人差の影響（Weldon et al., 2013）を小さくし，左右視野

間および上下視野間の競合適応効果量を参加者内で比較する。もし，視覚情報選択性の調

整が位置依存調整機構と，半球起因調整機構が重畳して働いているならば，参加者内にお

いて，上下視野間に比べて左右視野間で競合適応効果が大きくなることが予測される。 

また，実験 3 では，競合頻度視野を前後半ブロックで切り替えた分析を加え，前半ブロ

ックで行われる視覚情報選択性の調整が，競合頻度の切り替わった後半ブロックに及ぼす

影響を検討する。もし，左右視野間と上下視野間における競合適応効果が，それぞれ異な

る調整機構の反映によって生じているのであれば，前後半の競合適応効果の生起過程が異

なることが予測される。 
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3.2. 方法 

 要因計画 操作視野間（左右視野間，上下視野間）×競合頻度視野（低競合視野，高競

合視野）×ターゲットとフランカーの適合性（一致，不一致）×ブロック（前半，後半）

の 4 要因実験参加者内計画であった。 

 実験参加者 実験 1 および 2 それぞれから半数の参加者が 1 年後，本実験に参加した。

実験参加への同意書に署名を得た，右手利き大学生および大学院生 16 名（女性 12 名，M = 

21.9 歳，SD = 3.73）が参加した。利き手の判定は，H. N. きき手テスト（八田・中塚，1975）

によって行われた。すべての参加者は矯正を含み，正常な視力を有した。参加者は，500

円相当の謝礼を得た。 

 装置・刺激 装置および刺激は実験 1 と同様であった。 

 手続き 左右視野間で操作した実験は実験 1 と，上下視野間で操作した実験は実験 2 と

同様であった。前半 4 ブロックを前半ブロックとし，競合頻度視野が視野間で切り替わる

後半 4 ブロックを後半ブロックとした。 

3.3. 結果 

各実験参加者に対して正答を要した反応時間と誤答率の平均値を条件毎に算出した。な

お，反応時間が 200 ms 以下の焦燥反応はなかった。各実験参加者により得られた正答試行

の反応時間と誤答率の平均および SD を表 2-3 に示す。 

 反応時間 要因計画に沿った 4 要因参加者内分析を行った結果，ターゲットとフランカ

ーの適合性に主効果が見られ（F(1, 15) = 148.45, p < .001, ηp
2 = .91），適合性効果（54 ms）

が認められた。また，ブロック（F(1, 15) = 3.16, p = .096, ηp
2 = .17）に主効果の傾向が見ら

れ，前半ブロック（510 ms）よりも後半ブロック（502 ms）において反応時間が速い傾向

があった。 

さらに，ターゲットとフランカーの適合性×ブロックの交互作用が有意となり（F(1, 15) 

= 7.57, p = .015, ηp
2 = .34），前半ブロック（50 ms）よりも後半ブロック（58 ms）において
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適合性効果が大きかった。また，競合頻度視野×ターゲットとフランカーの適合性の交互

作用（F(1, 15) = 6.70, p = .021, ηp
2 = .31）が見られた。つまり，低競合視野（58 ms）に比べ

て高競合視野（50 ms）での適合性効果が小さかった。また，この交互作用は，操作視野間

要因を加えた 3 要因交互作用（F(1, 15) = 0.07, p = .792, ηp
2 = .01）が見られなかったため，

左右視野間，上下視野間で同程度の適合性効果の変動が見られることが明らかとなった。 

 重要なことに，4 要因の交互作用が見られた（F(1, 15) = 8.99, p = .009, ηp
2 = .38）。図 2-3

からもわかるように，前半ブロックにおける競合適応効果は上下視野間条件（0 ms）に比

べて，左右視野間条件（17 ms）の方が大きかった（F(1, 30) = 4.72, p = .038, ηp
2 = .14）。こ

れに対して後半ブロックでは，上下視野間条件（14 ms）に比べて左右視野間条件（1 ms）

で競合適応効果が小さくなる傾向が見られた（F(1, 30) = 3.12, p = .087, ηp
2 = .09）。 

 その他の主効果，交互作用および適合性に関する交互作用は有意ではなかった（Fs < 

2.98）。 

 誤答率 反応時間と同様の分析を行った結果，競合頻度視野（F(1, 15) = 5.32, p = .036, ηp
2 

= .26）とターゲットとフランカーの適合性（F(1, 15) = 45.75, p < .001, ηp
2 = .75）の主効果

が有意であった。このことから，高競合視野条件（9.0%）よりも低競合視野条件（9.8%）

で誤答率が高いこと，適合性効果（9.3%）が見られたことが明らかとなった。さらに，操

作視野間×競合頻度視野×ブロックにおいて交互作用があり（F(1, 15) = 7.37, p = .016, ηp
2 

= .33），左右視野間条件の後半ブロックにおいて，高競合視野条件（7.9%）よりも低競合

視野条件（9.8%）で，誤答率が高かった。 

 その他の主効果並びに交互作用は見られなかった（Fs < 1.15）。 

3.4. 考察 

 実験 3 では，参加者内計画で左右視野間および上下視野間の視覚情報選択性が，位置依

存調整機構に加え，半球起因調整機構が重畳に働いているかを検討した。空間に対して行

われる視覚情報の選択が，位置依存調整機構と，半球起因調整機構が重畳に調整している
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のであれば，上下視野間に比べて左右視野間の競合適応効果が大きくなることが予測され

た。 

実験の結果，課題を通して左右視野間と上下視野間の競合適応効果量に差は見られなか

ったが，課題前半においては，上下視野間に比べて，左右視野間の競合適応効果が大きい

ことが示された。これは，左右視野間の競合頻度に対しては，位置依存調整機構に加え，

半球起因調整機構が重畳に働いたため，競合適応効果が大きくなったと考えられる。一方，

上下視野間の競合頻度に対しては，半球間で競合頻度が同等であるため半球起因調整機構

が反映した効果が顕在化せず，競合適応効果が小さくなったと考えられる。 

興味深いことに，課題後半においては，上下視野間に比べて，左右視野間の競合適応効

果が小さくなった。課題の後半において，左右視野間の競合適応効果が小さくなったのは，

課題前半で行われた調整傾向が半球によって保持されていたため，課題の後半にその前半

の調整傾向が影響し，新しい調整傾向が顕在化しにくくなったと解釈できる。一方，解釈

が困難なのが，上下視野間において，課題後半で競合適応効果が大きくなったことである。

上下視野間に対する競合適応効果が顕在化するのには，ある程度の課題遂行経験が必要な

ことは他の実験結果（Crump & Milliken, 2009; Lehle & Hübner, 2008）からも示されている。

では，なぜ上下視野間に対してはある程度の課題遂行が必要なのか。これは半球に起因し

た調整機構が課題遂行経験に伴って，呈示位置の競合頻度に対応できないことが感知され，

課題後半になりこの調整傾向が低下したのかもしれない。その結果，課題後半においては，

位置依存調整機構による効果が顕在化し，競合適応効果が生起したことが考えられる。 

課題後半における上下視野間，左右視野間の競合適応効果の振る舞いの違いについては，

さらなる検討が必要であるけれども，左右視野間と上下視野間に対する視覚情報選択性の

調整が，異なることは示された。このことは，視覚情報選択性の調整には位置依存調整機

構と，半球起因調整機構の異なる機構が介在していることを示唆した。 
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表 2-3. 各条件における平均反応時間（ms）および誤答率（%）（実験 3） 

 
※カッコ内は SD 

  

競合頻度操作視野 ブロック

一致 不一致 一致 不一致

反応時間（ms） 左右視野間 前半 464 524 471 514
(56) (62) (61) (56)

後半 452 510 449 507
(57) (55) (61) (62)

上下視野間 前半 502 550 504 552
(102) (88) (96) (92)

後半 491 556 502 553
(93) (89) (101) (96)

誤答率（%） 左右視野間 前半 5.1 15.2 5.5 14.5
(4.3) (5.9) (6.2) (7.4)

後半 5.5 14.1 3.7 12.2
(4.0) (8.3) (7.1) (5.6)

上下視野間 前半 5.5 15.6 4.3 13.3
(4.0) (8.9) (4.4) (7.7)

後半 3.7 13.5 4.5 13.9
(2.9) (10.0) (4.9) (8.9)

高競合視野
競合頻度操作視野

低競合視野
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図 2-3.  各競合頻度における適合性効果（実験 3） 

バーは標準誤差を表す。 
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第 3 節 研究 1 の総合考察 

1. 結果のまとめ 

 実験 1 では，左右視野間で異なる競合頻度が，視覚情報選択性の調整に及ぼす影響を検

討した。位置依存調整機構と半球起因調整機構が重畳に働くのであれば，頑健な競合適応

効果が生起することが予測された。実験の結果，左右視野間において，低競合視野に比べ

て高競合視野において適合性効果が小さくなる頑健な競合適応効果が見られた。実験 2 で

は，上下視野間で異なる競合頻度が，視覚情報選択性の調整に及ぼす影響を検討した。上

述した二つの調整機構が働くのであれば，半球間で競合頻度が同等であるため，位置依存

調整機構のみが反映した視覚情報選択性の調整が行われるため，競合適応効果が小さいこ

とが予測された。実験の結果は仮説を支持し，頑健な競合適応効果は見られなかった。し

かしながら，左右視野間（実験 1）と上下視野間（実験 2）の競合適応効果量を比較したと

ころ，数値上は左右視野間の競合適応効果が大きかったがそこに有意差は見られなかった。

このことを受け，実験 3 では，参加者内計画で左右視野間と上下視野間の競合適応効果を

比較した。半球起因調整機構が競合適応効果に反映するならば，上下視野間に比べて左右

視野間で競合適応効果が大きくなることが予測された。結果は，仮説を支持せず，左右視

野間と上下視野間の競合適応効果に差は見られなかった。しかし，課題前半において，上

下視野間に比べて左右視野間において競合適応効果が大きいことが示された。課題後半に

おいては，左右視野間の競合適応効果は小さくなり，上下視野間のそれが大きくなった。 

 

2. 想定される二つの調整機構 

 これまでの研究では，視覚情報選択性の調整は呈示視野空間に依存して行われていると

考えられてきた（Vietze & Wendt, 2008; Wendt et al., 2008; Żurawska vel Grajewska et al., 2010）。

しかし，これらの研究では左右各半球が担当する左右視野間との直接的な比較が十分にさ

れておらず，半球内の競合頻度が想定されてこなかった。左右視野間および上下視野間の
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競合適応効果を比較した Żurawska vel Grajewska et al. (2010) も，刺激呈示時間が長く（450 

ms），半球起因調整機構について議論することができなかった。そこで研究 1 では，位置

依存調整機構と，半球起因調整機構が重畳して働いていることを想定し，左右視野間およ

び上下視野間における視覚情報選択性の調整について比較検討した。 

 その結果，参加者間（実験 1 と実験 2），参加者内（実験 3）に関係なく左右視野間と上

下視野間の競合適応効果には差が見られなかった。従って，競合適応効果は，位置依存調

整機構のみが反映した結果とも解釈できる。しかし，興味深いことに課題遂行経験によっ

て，左右視野間と上下視野間では競合適応効果の生起過程が異なることが示唆された。左

右視野間に対する視覚情報選択性の調整は，課題前半から競合適応効果として顕在化する

のに対して，上下視野間に対する視覚情報選択性の調整は，課題遂行経験に伴って（課題

後半に）顕在化する。この結果は，位置依存調整機構と，半球起因調整機構によって説明

することができる。左右視野間に対する視覚情報選択性の調整は，呈示位置調整機構と半

球起因調整機構とが重複して行われる。しかし，半球起因調整機構は各半球の処理資源に

よって保持することができるため，ある程度持続して行われる。それに対して，上下視野

間に対する視覚情報選択性の調整は，左右視野間と同様に二つの調整機構によって視覚情

報選択性の調整が行われる。それゆえ，上下視野情報が両半球に投入され，半球間で競合

頻度が同等であるため，位置依存調整機構のみが顕在化する。しかし，半球起因調整機構

では対応できないことが感知されると，この調整機構が低下し，位置依存調整機構が顕在

化する。 

このように，研究 1 では，視覚情報選択性の調整には二つの異なる調整機構が介在して

いることが示された。位置依存調整機構はこれまでの研究からも実証されている（Corballis 

& Gratton, 2003; 蔵冨・吉崎，2010a; Vietze & Wendt, 2009; Wendt et al., 2008）。しかし，左

右視野間と上下視野間の比較検討だけでは，半球起因調整機構を支持するには十分とはい

えない。研究 2 では半球内の競合頻度に起因して視覚情報の選択性が調整されるのかをさ
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らに検討する。 
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第 3 章 研究 2 

第 1 節 研究 2 の目的 

研究 2 では，半球内の競合頻度に起因する半球起因調整機構を明らかにする。そのため，

左右視野呈示条件に加え，左右両半球に冗長に刺激が投入される中央視野呈示条件を用い

て，半球内の競合頻度によって競合適応効果が生起するかを検討する。研究 1 では，左右

視野間と上下視野間の競合適応効果を比較することによって，視覚情報選択性の調整が二

つの異なる機構によって行われている可能性が示された。一つ目の機構は，位置依存調整

機構であり，これについてはこれまでの知見（Vietze & Wendt, 2009; Wendt et al., 2008）か

らも示されている。もう一つの機構は，半球起因調整機構が考えられた。しかし，この機

構を検討するために研究 1 のように左右視野間と上下視野間の競合適応効果を比較するだ

けでは不十分であった。そこで，研究 2 では左右両視野に加え，左右両半球に刺激の投入

される中央視野に対しても刺激を呈示し，半球内の競合頻度に起因して視覚情報選択性の

調整が行われるのかを検討する。Corballis & Gratton (2003, Experiment 3) は，左右両視野に

おける競合頻度によって，中央視野の適合性効果が影響を受けるかを検討した。彼らは，

左右両視野における競合頻度（75% vs. 25%）を操作し，中央視野の競合頻度を 50％に維

持した。この操作によって，左右各視野の視覚情報はその対側半球が，中央視野の視覚情

報は両半球が担当することになる。したがって，各半球内では左右各視野と中央視野での

競合頻度を経験することになる。もし，呈示位置の競合頻度に依存して視覚情報選択性の

調整が行われるのであれば，競合頻度を一定にした中央視野の適合性効果は，左右両視野

の競合頻度に関わらず変動しないことが予測された。一方，半球内の競合頻度に起因する

のであれば，競合頻度を一定にした中央視野においても競合適応効果が生起することが予

測された。結果は，左右両視野の競合頻度に応じて，中央視野の適合性効果が変動した。

つまり，左右両視野の競合頻度が高い事態では低い事態よりも，左右両視野の適合性効果

が小さくなるだけでなく，中央視野の適合性効果も同様に変動することが示されたのであ
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る。彼らはこの結果は，視覚情報選択性の調整が左右半球に起因して行われた証拠だとし

た。つまり，中央視野に呈示された情報は，左右両半球から支配されているため，左右視

野に呈示された情報の競合頻度の影響が，中央視野の視覚情報選択性に影響したと推察し

たのである。しかしながら，彼らの実験手続きで得た結果だけで半球起因調整機構の存在

を結論づけるには不十分である。なぜならば，彼らの実験では，水平に配置した文字列か

らなるフランカー刺激の呈示位置が凝視点から近かったため，フランカー刺激の一部分が，

両半球に投射されていた。さらに左右各視野呈示条件におけるフランカー刺激の一部と中

央視野呈示条件のそれが，呈示位置という点において重複していた。そのため，フランカ

ー刺激が各呈示位置で独立して呈示されていたわけではない。さらに，視覚情報選択性の

調整は，各呈示位置の競合頻度に依存して行われたのではなく，刺激呈示画面全体の競合

頻度に依存した可能性が残される。 

 そこで，実験 4 では各視野の刺激が対側半球に投入される刺激呈示布置を用いて，左右

両視野の競合頻度が，中央視野の適合性効果に及ぼす影響を検討する。もし，半球起因調

整機構が働くのであれば，Corballis & Gratton (2003) のように，左右両視野の競合頻度に応

じて，中央視野の適合性効果が変動することが予測される。実験 5 では，実験 4 における

競合頻度と視野の対応を逆にし，中央視野における競合頻度が，左右両視野の適合性効果

に及ぼす影響を検討する。この操作によって，実験 5 の画面全体における低競合と高競合

の条件差を実験 4 の約半分にすることができる。このような事態で，半球起因調整機構が

働くのであれば，競合頻度を一定にした左右両視野においても競合適応効果が生起するこ

とが予測される。実験 4，5 での結論の妥当性を検討するために実験 6 を計画する。この実

験では，画面全体での競合頻度の条件間における競合量の差が，競合適応効果量を規定す

るかどうかを検討する。 
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第 2 節 実験 4，実験 5，実験 6 

1. 実験 4 

1.1. 目的 

 実験 4では，左右各視野の刺激が，対側半球に投入される刺激呈示布置を用いて，Corballis 

& Gratton (2003, Experiment 3) の知見を再検討した。研究 1 で用いられた左右視野呈示に加

えて，中央視野に対してもフランカー刺激を呈示した。その際，左右両視野の競合頻度を

低競合（一致試行出現確率 75%）もしくは高競合（一致試行出現確率 25%）とブロック間

で変動させ，中央視野のそれは課題を通して一定（一致試行出現確率 50%）に保った。注

目すべき点は，中央視野における適合性効果の変動であった。もし，半球内の競合頻度に

起因して視覚情報選択性の調整が行われるのであれば，中央視野における適合性効果は，

左右両視野における競合頻度に応じて変動することが予測された。一方，位置依存調整機

構のみが視覚情報選択性の調整を反映しているのであれば，中央視野における適合性効果

は，左右両視野の競合頻度に関わらず変動しないことが予測された。 

1.2. 方法 

 要因計画 ターゲットとフランカーの適合性（一致，不一致）×左右両視野における競

合頻度（低競合，高競合）の 2 要因参加者内計画で実施された。 

 実験参加者 実験参加への同意書に署名を得た，右手利き大学生および大学院生 16 名

（女性 8 名，M = 21.0 歳，SD =1.66）が参加した。利き手の判定は，H. N. きき手テスト（八

田・中塚，1975）によって行われた。すべての参加者は矯正を含み，正常な視力を有した。

参加者は，500 円相当の謝礼を得た。 

 装置 研究 1 と同様であった。 

 刺激 課題関連文字は，中心にターゲットを配置し，その上下左右にそれぞれ配置され

                                                  
 実験 4，5，6 は Japanese Psychological Research 誌上にて発表された（Kuratomi & 
Yoshizaki, 2013）。 
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た四つのフランカーから構成された。すべての刺激は，白色の背景に呈示された。ターゲ

ットとフランカーは，黒色のMSPゴシックフォントで作成されたアルファベット文字“X” 

と“N”が使用された。それらの大きさは視角にして，縦 0.62°×横 0.77°であった。課題

関連文字列は，ターゲットとフランカーが同一文字である一致条件 2 種類（例えば，ター

ゲット“X”，フランカー“X”）とターゲットとフランカーが異なる文字である不一致条件

2 種類（例えば，ターゲット“X”，フランカー“N”）が用意された。ターゲットの中心か

らフランカーの中心までの距離は，水平垂直方向に 1.08°であった。 

 文字列は，図 3-1 に示すように，左上視野，左下視野，右上視野，右下視野，中央上視

野，中央下視野の 6 箇所いずれか一つに呈示された。凝視点からターゲットまでの距離は

水平方向に 4.65°，垂直方向に 3.41°であった。フランカーの位置は，文字列が十字型にな

るように呈示された。凝視点として，視角にして縦 0.46°×横 0.46°のプラス記号（“＋”）

を使用した。 

 手続き 実験は個別に行われた。参加者は，画面から 37 cm の距離に顔面固定台によっ

て頭部を固定された。各実験ブロック開始直前に，画面中央を凝視すること，実験の目的

上中心を凝視できない試行は無効になることを強く伝えた。 

 各試行の流れは以下の通りであった。まず画面中央にチャイム音と共に凝視点が 500 ms

間呈示され，続いて課題関連刺激が 150 ms 間 6 箇所のいずれかに呈示された。ここで，参

加者は十字型の文字列の中央文字（ターゲット文字）が“X”か“N”かの同定をできるだ

け速く，できるだけ正確に行うよう求められた。参加者の反応後，もしくは反応がなかっ

た場合は刺激呈示 1050 ms 後，1000 ms の間隔をおいて次の試行が開始された。反応キー

は実験参加者の体の中央に置かれ，二つのボタンは体の手前（下）と奥（上）に配置され

た。ターゲットが“X”だったときは右手人差し指で奥（上）のボタンを，“N”だったと

きは左手人差し指で手前（下）のボタンを押すように教示された。 
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図 3-1. 刺激呈示例（研究 2） 

 

  

X X N
X X X X N X N N N

X X N

N X N
N X N X X X N X N

N X N

左上視野／一致試行 中央上視野／不一致試行 右上視野／一致試行

左下視野／不一致試行 中央下視野／一致試行 右下視野／不一致試行
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本試行は 96 試行からなるブロックを 8 ブロック，計 768 試行行った。すべてのブロッ

クにおいて，各視野に対する刺激の呈示頻度は同等であった。中央視野では，一致試行が

16 試行（50%），不一致試行が 16 試行（50%）とし，課題を通してそれらを一定にした。

ブロックは左右両視野が低競合もしくは高競合の 2 種類設けられた。左右両視野が低競合

のブロックでは，一致試行が左上，左下，右上，右下視野にそれぞれ 12 試行（75%），不

一致試行が各視野に 4 試行（25%）の確率で呈示した。左右両視野が高競合のブロックで

は，それらの対応が逆の割合で呈示された（一致試行 25%，不一致試行 75%）。 

 8 名の参加者は，左右両視野が低競合のブロックを 4 ブロック行った後，左右両視野が

高競合のブロックを 4 ブロック行った。残りの 8 名は，その逆の順序で実験を行った。本

試行前に，一致試行出現確率が 50%の練習試行（96 試行）を行った。 

1.3. 結果 

 各実験参加者に対して正答を要した反応時間と誤答率の平均値を条件毎に算出した。な

お，反応時間が 200 ms 以下の焦燥反応は全試行中 0.01%未満であった。各実験参加者によ

り得られた正答試行の反応時間と誤答率の平均および SD を表 3-1 に示す。 

 左右両視野における分析 反応時間を用いて，要因計画に沿った 2 要因実験参加者内分

散分析を行った結果，ターゲットとフランカーの適合性に主効果（F(1, 15) = 91.49, p < .001, 

ηp
2 = .86）があり，適合性効果（58 ms）が得られた。適合性と競合頻度に交互作用（F(1, 15) 

= 21.77, p < .001, ηp
2 = .59）があった。これは，図 3-2 に示すように，適合性効果が，低競

合条件（67 ms）に比べて，高競合条件（49 ms）で小さいことの反映であった。従って，

競合適応効果（19 ms）が観察された。 

 誤答率についても，反応時間と同様の分析を行った。その結果，ターゲットとフランカ

ーの適合性に主効果（F(1, 15) = 13.66, p = .002, ηp
2 = .48）があり，適合性効果（8.4%）が

得られた。反応時間と同様に，適合性と競合頻度に交互作用（F(1, 15) = 6.36, p = .023, ηp
2 

= .30）が見られ，競合適応効果（3.8%）も得られた。 
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表 3-1. 各条件における平均反応時間（ms）および誤答率（%）（実験 4） 

 
※カッコ内は SD 

 

  

競合頻度

一致 不一致 一致 不一致 一致 不一致

反応時間（ms） 低競合 487 550 465 536 479 551
(58) (46) (60) (56) (53) (51)

高競合 501 550 489 531 494 543
(69) (56) (73) (60) (57) (58)

誤答率（%） 低競合 3.8 14.5 3.8 12.4 4.3 14.3
(3.1) (9.7) (3.7) (7.5) (3.7) (11.5)

高競合 5.1 12.5 6.0 9.8 5.7 11.3
(8.1) (9.3) (6.3) (7.3) (6.7) (8.5)

左視野 中央視野 右視野
呈示視野
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図 3-2. 各視野における競合頻度に応じた適合性効果量（実験 4） 

バーは標準誤差を表す。 
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 中央視野における分析 中央視野に呈示された刺激に対する反応時間について，要因計

画に沿った分散分析を行った。その結果，適合性に有意な主効果（F(1, 15) = 92.28, p < .001, 

ηp
2 = .86）が見られ，適合性効果（56 ms）が得られた。また，適合性と左右両視野におけ

る競合頻度に交互作用（F(1, 15) = 13.68, p = .002, ηp
2 = .48）が見られた。これは，左右両視

野の競合頻度が低競合条件のときの中央視野の適合性効果（71 ms）が，左右両視野が高競

合条件のときのそれよりも（41 ms）大きいことの反映であった。つまり，競合適応効果（30 

ms）が得られた。 

 誤答率についても反応時間と同様の分析を行った。その結果，適合性に主効果（F(1, 15) 

= 12.91, p = .003, ηp
2 = .46）が見られ，適合性効果（6.2%）が得られた。適合性と左右両視

野における競合頻度についても交互作用（F(1, 15) = 8.63, p = .010, ηp
2 = .37）が見られ，反

応時間と同様に，競合適応効果（4.8%）が得られた。 

1.4. 考察 

 実験 4 の結果は，Corballis & Gratton (2003, Experiment 3) を再現することができた。つま

り，競合頻度を変動させた左右両視野だけではなく，競合頻度を一定にした中央視野にお

いても競合適応効果が見られた。これは，半球起因調整機構によって，左右両視野におけ

る競合頻度が中央視野の適合性効果に影響を及ぼすことを示している。 

 左右両視野における適合性効果の変動は，位置依存調整機構によっても支持されるが，

中央視野における適合性効果の変動は，それによって説明することができない。なぜなら

ば，位置依存調整機構のみが働いているのであれば，中央視野における競合頻度は課題を

一定（50%）であるため，適合性効果の変動は見られないからである。それにも関わらず，

中央視野において競合適応効果が生起した本結果は，中央視野および左右両視野を担当し

た半球内の競合頻度に起因して視覚情報選択性の調整が行われたと解釈できる。 

 しかしながら，左右両視野，中央視野における適合性効果の変動は，刺激呈示画面全体

の競合頻度に依存して行われている可能性がある。つまり，左右両視野が低競合条件では，
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一致試行出現確率が左視野 75%，中央視野 50%，右視野 75%であるため，画面全体ではそ

れが 66.7%となり，左右両視野が高競合条件では，一致試行出現確率が左視野 25%，中央

視野 50%，右視野 25%であるため，画面全体でのそれが 33.3%となった。そのため，画面

全体の競合頻度の条件差（66.7 vs. 33.3%）が中央視野の適合性効果に影響を及ぼしたとも

考えられた。そこで，実験 5 ではその問題をできるだけ切り離した事態での適合性効果の

変動を検討する。 

 

2. 実験 5 

2.1. 目的 

 実験 5 では，視野と競合頻度との対応を実験 4 と逆にしたことを除いて実験 4 と同様の

手続きで行われた。この操作によって，画面全体において低競合条件と高競合条件の頻度

差を小さくすることができる。具体的には，左右両視野の競合頻度を一定（50%）にし，

中央視野における競合頻度（低競合，高競合）を操作した。中央視野が低競合条件では，

一致試行出現確率が左視野 50%，中央視野 75%，右視野 50%となり，画面全体でのそれが

58.3%になる。一方，中央視野が高競合条件では，一致試行出現確率が左視野 50%，中央

視野 25%，右視野 50%となるため，画面全体でのそれは 41.7%となる。それゆえ，実験 4

では画面全体における競合頻度の条件差が 33.3%（66.7% vs. 33.3%）であったのに対して，

実験 5 ではそれを 16.6%（58.3% vs. 41.7%）と約半分となる。重要なことに，半球内の競

合頻度の条件差は，実験 4 と実験 5 において 25％（62.5% vs. 37.5%）と同等となる。 

以上のことから，半球起因調整機構が視覚情報の選択性を調整するのに反映しているの

であれば，中央視野だけではなく，競合頻度を一定にした左右両視野においても競合適応

効果が生起することが予測される。さらに，実験 4 と実験 5 では半球内の競合頻度が同等

であるため，競合適応効果も同量になる。しかしながら，もし画面全体の競合頻度に対し

て視覚情報選択性の調整が行われているのであれば，中央視野および左右両視野の競合適
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応効果は実験 4 よりも実験 5 において小さくなることが予測される。 

2.2. 方法 

 要因計画 ターゲットとフランカーの適合性（一致，不一致）×中央視野における競合

頻度（低競合，高競合）の 2 要因参加者内計画で実施された。 

 実験参加者 実験参加への同意書に署名を得た，右手利き大学生および大学院生 16 名

（女性 8 名，M = 21.2 歳，SD =1.70）が参加した。利き手の判定は，H. N. きき手テスト（八

田・中塚，1975）によって行われた。すべての参加者は矯正を含み，正常な視力を有した。

参加者は，500 円相当の謝礼を得た。 

 装置・刺激 装置および刺激は実験 4 と同様であった。 

 手続き 手続きは一致試行出現確率を操作する視野を除いて実験 5 と同様であった。本

試行は 96 試行からなるブロックを 8 ブロック，計 768 試行行った。すべてのブロックにお

いて，各視野に対する刺激の呈示頻度は同等であった。左右両視野では，一致試行が 16

試行（50%），不一致試行が 16 試行（50%）とし，課題を通してそれらを一定にした。ブ

ロックは中央視野が低競合もしくは高競合の 2 種類設けられた。中央視野が低競合のブロ

ックでは，一致試行が中央上，中央下視野にそれぞれ 12 試行（75%），不一致試行が各視

野に 4 試行（25%）の確率で呈示した。左右両視野が高競合のブロックでは，それらの対

応が逆の割合で呈示された（一致試行 25%，不一致試行 75%）。 

 8 名の参加者は，中央視野に低競合条件からなるブロックを 4 ブロック行った後，中央

視野に高競合条件からなるブロックを 4 ブロック行った。残りの 8 名は，その逆の順序で

実験を行った。本試行前に，一致試行出現確率が 50%の練習試行（96 試行）を行った。 

2.3. 結果 

 各実験参加者に対して正答を要した反応時間と誤答率の平均値を条件毎に算出した。な

お，反応時間が 200 ms 以下の焦燥反応は，全試行の 0.01%未満であった。各実験参加者に

より得られた正答試行の反応時間と誤答率の平均および SD を表 3-2 に示す。 
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表 3-2. 各条件における平均反応時間（ms）および誤答率（%）（実験 5） 

 
※カッコ内は SD 

 

  

競合頻度

一致 不一致 一致 不一致 一致 不一致

反応時間（ms） 低競合 459 528 442 507 451 512
(47) (55) (49) (44) (45) (50)

高競合 460 511 451 494 466 511
(39) (37) (42) (34) (38) (32)

誤答率（%） 低競合 5.0 18.8 4.8 14.8 5.0 18.8
(4.5) (10.7) (4.6) (11.2) (5.6) (12.2)

高競合 5.0 15.0 4.3 11.1 3.7 15.8
(3.2) (11.1) (3.6) (7.5) (3.8) (11.4)

呈示視野
左視野 中央視野 右視野
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図 3-3.  各視野における競合頻度に応じた適合性効果量（実験 5） 

バーは標準誤差を表す。 
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 中央視野における分析 反応時間を用いて，要因計画に沿った 2 要因実験参加者内分散

分析を行った。その結果，ターゲットとフランカーの適合性（F(1, 15) = 211.38, p < .001, ηp
2 

= .93）に主効果が見られ，適合性効果（54 ms）が得られたことを示した。また，図 3-3 に

示すように，適合性と競合頻度に交互作用が見られた（F(1, 15) = 20.14, p < .001, ηp
2 = .57）。

これは，中央視野の適合性効果が，低競合条件（65 ms）に比べて，高競合条件（42 ms）

において小さい，競合適応効果（22 ms）の反映であった。 

 誤答率についても反応時間と同様の分析を行った結果，反応時間での傾向を支持する結

果が認められた。適合性に主効果（F(1, 15) = 11.70, p = .004, ηp
2 = .44）が見られ，適合性効

果（8.4%）が得られた。適合性と競合頻度の交互作用は有意に達しなかったものの（F(1, 15) 

= 3.09, p = .099, ηp
2 = .17），中央視野の適合性効果が低競合条件（10.0%）に比べて，高競

合条件（6.8%）で小さい傾向を示した。 

 左右両視野における分析 左右両視野に呈示された刺激に対する反応時間について，要

因計画に沿った分散分析を行った。その結果，適合性に有意な主効果（F(1, 15) = 317.71, p 

< .001, ηp
2 = .95）が見られ，適合性効果（56 ms）が得られた。さらに興味深いことに，適

合性と中央視野における競合頻度に交互作用（F(1, 15) = 13.53, p = .002, ηp
2 = .47）が見られ

た。つまり，左右両視野の適合性効果が，中央視野の競合頻度が低競合条件（65 ms）に比

べて，高競合条件（48 ms）において小さい，競合適応効果（16 ms）が生起した。 

 誤答率についても反応時間と同様の分析を行った結果，反応時間の結果を支持するもの

であった。適合性に主効果（F(1, 15) = 28.05, p < .001, ηp
2 = .65）が見られ，適合性効果（12.5%）

が得られた。適合性と中央視野における競合頻度についても交互作用の傾向が見られ（F(1, 

15) = 3.64, p = .076, ηp
2 = .20），反応時間と同様に，左右両視野における適合性効果が，中

央視野の競合頻度が低競合条件（13.9%）のときよりも，高競合条件（11.1%）のときに小

さい傾向があった。 

 実験 4 と実験 5 における競合適応効果の比較 画面全体における低競合条件と高競合条
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件の頻度差が適合性効果の変動に影響を及ぼすのかを検討するため，実験 4 と実験 5 の競

合適応効果量を比較した。図 3-4 に示すように，実験 4 においての画面全体の競合頻度は，

左右両視野が低競合条件の一致試行出現確率は 66.7%（左右各視野 75%と中央視野 50%の

平均）であるのに対し，左右両視野が高競合条件のそれは 33.3%（左右各視野 25%と中央

視野 50%の平均）となり，その競合頻度の条件差は 33.4%となる。一方で，実験 5 におい

ての画面全体の競合頻度は，中央視野低競合条件の一致試行出現確率は 58.3%（左右各視

野 50%と中央視野 75%の平均）であるのに対し，中央視野高競合条件のそれは 41.7%（左

右各視野 50%と中央視野 25%の平均）となり，その競合頻度差は，実験 4 の約半分の 16.7%

となる。 

競合頻度（低競合，高競合）が変動する視野（実験 4 では左右両視野，実験 5 では中央

視野）によって得られた競合適応効果において， 実験 4（19 ms）と実験 5（22 ms）の間

には有意な差は認められなかった（t(30)= .60, p = .553）。さらに重要なことに，競合頻度を

一定（50%）にした視野（実験 4 における中央視野，実験 5 における左右両視野）によっ

て得られた競合適応効果において，実験 4（30 ms）と実験 5（16 ms）の間に有意な差は認

められなかった（t(30) = 1.45, p = .158）。 

2.4. 考察 

 本実験の結果は，視覚情報選択性の調整が画面全体の競合頻度ではなく，半球内の競合

頻度に起因して行われることを示した。つまり，競合頻度を一定に保った視野（左右両視

野）の適合性効果は，競合頻度を変動させた視野（中央視野）の競合頻度に応じて変動し，

競合適応効果が生起した。重要なことに，左右両視野（競合頻度 50%）で得られた競合適

応効果は，実験 4 の中央視野（競合頻度 50%）のそれと同量であった。これは，半球内に

投入される競合頻度が本実験と実験 4 で同等（62.5% vs. 37.5%）であることを考えると，

半球起因調整機構を支持するものであった。つまり，実験 4 と実験 5 で得られた結果は，

画面全体の競合頻度によって決定づけられるわけではないことが推察された。実験 4 にお 
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図 3-4. 実験 4 および実験 5 の呈示視野と半球内の競合頻度 

数字は，一致試行出現確率を示す。 
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ける画面全体における競合頻度の低競合と高競合の条件差（33.3%：66.7% vs. 33.3%）が，

実験 5（16.7%：58.3% vs. 41.7%）の 2 倍であったにも関わらず，実験間の競合適応効果量

に差がないことは，画面全体の競合頻度に対して，視覚情報選択性の調整が行われている

のではないと推察される。しかし，この競合頻度の条件間における競合量の差異が視覚情

報選択性の調整（競合適応効果）に重要であるかは明らかではない。つまり，実験 4 と実

験 5 の結果は，画面全体における競合量に基づいた視覚情報選択性の調整ではなく，2 条

件間の差異によって生じたものかもしれない。そこで，実験 6 では，競合頻度の条件間に

おける競合量の差異が，競合適応効果量を規定するかどうかを検討した。 

 

3. 実験 6 

3.1. 目的 

 実験 6 は，2 点を除いて，実験 4，5 と同様の手続きが取られた。1 点目は，呈示視野に

おける競合頻度はすべて同じである点である。二つ目は，低競合と高競合の競合頻度差を

二つ設定した点である（頻度差小：56.25% vs. 43.75%，頻度差大：62.5% vs. 37.5%）。これ

らの操作によって，以下の二つの仮説が考えられる。もし，競合頻度の条件間における競

合量の差が競合適応効果量を規定しているのであれば，頻度差小条件に比べて，頻度差大

条件において競合適応効果が大きくなることが予測される。一方，競合適応効果量が，競

合頻度の条件間における競合量の差ではなく，競合頻度の高低といった差異によって規定

されるのであれば，頻度差小条件と頻度差大条件の競合適応効果に差が見られないことが

予測される。前者の仮説を支持するのであれば，実験 4 と実験 5 で同量であった競合適応

効果は，刺激画面全体の競合頻度によってではなく，半球内の競合頻度に起因して視覚情

報選択性の調整が行われたことが示唆される。一方，後者の仮説を支持するのであれば，

実験 4 と実験 5 で見られた競合適応効果は，刺激画面全体の競合頻度によって視覚情報選

択性の調整が行われたことの反映であると示唆される。 
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3.2. 方法 

 要因計画 ターゲットとフランカーの適合性（一致，不一致）×競合頻度（低競合，高

競合）×競合頻度差（頻度差小，頻度差大）の 3 要因実験参加者内計画であった。 

 実験参加者 実験4および実験5に参加していない，実験参加への同意書に署名を得た，

右手利き大学生および大学院生 16 名（女性 13 名，M = 23.4 歳，SD =3.53）が参加した。

利き手の判定は，H. N. きき手テスト（八田・中塚，1975）によって行われた。すべての

参加者は矯正を含み，正常な視力を有した。参加者は，500 円相当の謝礼を得た。 

 装置・刺激 装置および刺激は実験 4 および実験 5 と同様であった。 

手続き 手続きは一致試行出現確率を操作する視野を除いて実験 4 および実験 5 と同様

であった。競合頻度差は 2 種類設定した（図 3-5）。一つは低競合と高競合の間の競合頻度

差を小さくした。もう一方は，それらの頻度差を大きくした。頻度差大条件において，低

競合条件は各視野に対して一致試行が 10 試行，不一致試行が 6 試行呈示され，高競合条件

では各視野に対して一致試行が 6 試行，不一致試行が 10 試行呈示された。従って，一致試

行出現確率が，低競合条件では 62.5%，高競合条件では 37.5%となる。一方，頻度差小条

件において，低競合条件は各視野に対して一致試行が 9 試行，不一致試行が 7 試行呈示さ

れ，高競合条件は各視野に対して一致試行が 7 試行，不一致試行が 9 試行呈示された。従

って，一致試行出現確率が，低競合条件では 56.25%，高競合条件では 43.75%となる。 

 8 名の参加者は，頻度差大条件を 8 ブロック行った後，頻度差小条件を 8 ブロック行っ

た。残りの 8 名は，その逆の順序で実験を行った。また，競合頻度の順序はカウンターバ

ランスが取られた。二つの頻度差条件を行う前に一致試行出現確率が 50%の練習試行（96

試行）を行った。 
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図 3-5. 各条件における競合頻度および頻度差 

数字は，一致試行出現確率を表す。 
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3.3. 結果 

 各実験参加者に対して正答を要した反応時間と誤答率の平均値を条件毎に算出した。な

お，反応時間が 200 ms 以下の焦燥反応は，全試行の 0.01%未満であった。各実験参加者に

より得られた正答試行の反応時間と誤答率の平均および SD を表 3-3 に示す。 

 反応時間 反応時間を用いて，要因計画に沿った 3 要因参加者内分散分析を行った。そ

の結果，適合性に主効果が見られ（F(1, 15) = 247.42, p < .001, ηp
2 = .94），適合性効果（60 ms）

が得られた。さらに，適合性と競合頻度に交互作用があり（F(1, 15) = 36.74, p < .001, ηp
2 

= .71），適合性効果が低競合条件（67 ms）に比べて高競合条件（52 ms）で小さくなる，競

合適応効果（14 ms）が得られた。 

 注目すべき 3 要因の交互作用は有意には達しかなったものの（F(1, 15) = 2.89, p = .110, ηp
2 

= .16），数値上，競合適応効果が頻度大条件（19 ms; F(1, 30) = 26.16, p < .001, ηp
2 = .47）よ

りも頻度小条件（9 ms; F(1, 30) = 6.06, p = .020, ηp
2 = .17）で小さかった（図 3-6）。競合頻度

差別に競合適応効果の比較を Cohen’s d を算出して行ったところ，頻度差大条件に比べて

頻度差小条件において競合適応効果が小さいことが示された（Cohen’s d = 0.69）。 

 誤答率 誤答率についても，反応時間と同様の分析を行った。その結果，適合性に主効

果が見られ（F(1, 15) = 39.36, p < .001, ηp
2 = .72），頑健な適合性効果（12.5%）が得られた。

また，適合性と競合頻度に交互作用（F(1, 15) = 6.95, p = .019, ηp
2 = .32）が見られ，競合適

応効果（7.8%）も得られた。 

重要なことに，3 要因交互作用が見られた（F(1, 15) = 18.42, p < . 001, ηp
2 = .55）。これは， 

頻度差大条件（F(1, 30) = 20.92, p < . 001, ηp
2 = .41）では競合適応効果が見られたのに対し

て（8.2%），頻度差小条件（-0.3%）ではそれが見られないことの反映であった（F(1, 30) = .03, 

p = .85, ηp
2 = .01）。 

視野による影響 各呈示視野の解像度が適合性効果に及ぼす影響を検討するため，左視

野，中央視野，右視野の適合性効果量を比較した。一般的に，左右視野に比べて中央視野 
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表 3-3. 各条件における平均反応時間（ms）および誤答率（%）（実験 6） 

 
※カッコ内は SD 

 

  

競合頻度差

一致 不一致 一致 不一致

反応時間（ms） 大 493 565 515 568
(52) (51) (62) (55)

小 505 566 513 565
(53) (51) (54) (51)

誤答率（%） 大 6.0 22.4 8.4 16.6
(5.9) (11.0) (7.3) (7.2)

小 4.8 17.4 6.6 19.5
(3.5) (8.6) (5.3) (6.8)

低競合 高競合
競合頻度
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図 3-6. 各条件における適合性効果（実験 6） 

 バーは標準誤差を表す。 
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の解像度が優れるため，その視野差が視覚情報選択性の調整に影響を及ぼしていることが

考えられる。 

 反応時間を用いて，競合頻度差×競合頻度×適合性×視野（左視野，中央視野，右視野）

の 4 要因分散分析を行った。その結果，視野に主効果が見られ（F(2, 30) = 21.85, p < . 001, ηp
2 

= .59），中央視野の反応時間（526 ms）が左視野（541 ms）および右視野（542 ms）に比べ

て速いことが示された。しかし，適合性と視野に交互作用は見られず（F(2, 30) = .71, p = .501, 

ηp
2 = .05），反応時間における視野差は適合性効果に影響を及ぼさないことが明らかとなっ

た。 

その他の主効果並びに交互作用は有意ではなかった（F < 2.74）。 

3.4. 考察 

 実験 6 の目的は，ブロックレベル競合適応効果が，競合頻度差（頻度差小条件 12.5％：

56.25% vs. 43.75%，頻度差大条件 25.0％：62.5% vs. 37.5%）によって変動するのかを検討

することであった。反応時間および誤答率の結果は，頻度差大条件に比べて頻度差小条件

において，競合適応効果が小さくなることを明らかにした。これらの結果は，画面全体に

おける競合頻度の条件差の大きさ（12.5%と 25.0%）によって競合適応効果量が規定される

ことを示唆している。これは，その競合量に応じて適合性効果が変動することを示した最

近の知見とも一致する（Blais et al., 2012; 蔵冨他，2012）。つまり，競合頻度が高ければ高

いほど適合性効果が小さくなり，競合頻度が低ければ低いほど適合性効果が大きくなるよ

うに，競合頻度に応じて適合性効果量が規定されるため，競合頻度差が小さい事態には，

その頻度間の適合性効果量の差も小さくなる。 

 本実験のこの知見と，競合頻度を 50%に保った視野の競合適応効果が実験 4 と実験 5 で

同程度であったことを考えあわせると，半球起因調整機構の存在が示唆される。つまり，

画面全体における競合頻度の条件差が 33.3％であった実験 4 において，競合頻度を 50%に

保った左右視野の競合適応効果は，画面全体における競合頻度の条件差が 16.6%であった
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実験 5 の競合頻度を 50％に維持した中央視野の競合適応効果と同程度であった。本実験で

は，画面全体における競合頻度の高低といった差異ではなく，競合頻度の条件間における

競合量の差によって，競合適応効果が規定されることが示された。従って，競合頻度の条

件差が 33.3%の実験 4 に比べて，それが 16.6%の実験 5 において競合適応効果が小さくな

ることが想定できる。それにも関わらず，実験間で競合適応効果が同量だったことは，実

験間で競合頻度が同量の半球に起因して視覚情報選択性の調整が行われていることを示唆

している。 
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第 3 節 研究 2 の総合考察 

1. 結果のまとめ 

 実験 4 では，左右両視野における競合頻度が，競合頻度を一定にした中央視野の視覚情

報選択性の調整に及ぼす影響を検討した。その結果，中央視野において競合頻度を一定に

保ったにも関わらず，左右両視野の競合頻度に応じて，適合性効果が変動する競合適応効

果が見られた。しかし，画面全体における競合頻度の条件差（66.7% vs. 33.3%）によって，

画面全体の競合頻度に依存して競合適応効果が生起したと考えられた。 

実験 5 では，中央視野の競合頻度が，競合頻度を一定にした左右両視野の視覚情報選択

性の調整に及ぼす影響を検討した。この操作によって，画面全体における競合頻度の条件

差（58.3% vs. 41.7%）を実験 4 よりも小さくし，半球内の競合頻度は実験間で同等（62.5% 

vs. 37.5%）にすることができた。実験の結果，実験 4 と同様に，競合頻度を一定にした左

右両視野の適合性効果は，中央視野の競合頻度に応じて変動した。さらに，画面全体の競

合頻度が競合適応効果量に及ぼす影響を検討するため，実験間で競合適応効果量を比較し

た。その結果，低競合と高競合の頻度差の大きい実験 4 と，それが小さい実験 5 において，

競合適応効果量に差は見られなかった。 

実験 4 と実験 5 の競合適応効果に差はなかったものの，画面全体における競合頻度の条

件差の大きさが競合適応効果量を規定しているかは明らかではない。そこで，実験 6 では，

競合頻度の条件間における競合量の差が競合適応効果量を規定するかどうかを検討するた

め，低競合条件と高競合条件の差が小さい頻度差小条件（12.5%）と，それらの差が大き

い頻度差大条件（25%）を設定した。もし，競合頻度の条件の大きさが，競合適応効果量

に重要であるならば，実験 4 と実験 5 の競合適応効果が同量であった結果は，画面全体の

競合頻度ではなく，半球内の競合頻度に基づいて行われた視覚情報選択性の調整というこ

とが主張できた。実験の結果，頻度差大条件に比べて頻度差小条件において，競合適応効

果が小さくなることが示され，画面全体における競合頻度の条件差の大きさが競合適応効



79 
 

果量には重要であることが示された。 

 

2. 半球に起因する視覚情報選択性の調整 

 競合頻度を一定にした視野（実験 4 における中央視野，実験 5 における左右両視野）に

おける適合性効果が，競合頻度を操作した視野（実験 4 における左右両視野，実験 5 にお

ける中央視野）に応じて変動する本実験結果は，半球起因調整機構を示唆するものであっ

た。さらに，実験 6 の結果のように，競合適応効果量は低競合と高競合の高低といった差

異ではなく，競合頻度の条件間における競合量の差によって規定されることからも半球起

因調整機構を解釈できる。もし，実験 4 と実験 5 の結果が画面全体の競合頻度に依存して

行われているのであれば，実験 4 の競合頻度の条件差（33.3%）に比べて，それが約半分

となる実験 5（16.7%）において競合適応効果が小さくなるはずである。しかしながら，実

験間で競合適応効果が同量であった。この結果は，半球内の競合頻度に起因して視覚情報

選択性の調整が行われることを示唆している。 

 研究1では，左右視野間と上下視野間に対する視覚情報選択性の調整には，異なる二つの

機構が介在することを示した。一つは，これまでの研究（Vietze & Wendt, 2009; Wendt et al., 

2008）からも明らかなように，呈示位置の競合頻度に依存する位置依存調整機構であった。

研究2で明らかとなったもう一つの機構は，半球内の競合頻度に起因する半球起因調整機構

である。これは，半球内の競合頻度が視覚情報選択性の調整をもたらすものである。 
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第 4 章 研究 3 

第 1 節 研究 3 の目的 

これまでのラテラリティ研究は，さまざまな情報処理の左右半球優位性を明らかにして

きたが（Hugdahl & Westerhausen, 2010），近年では，左右半球に独立した処理資源を有する

ことを前提として，情報処理の左右半球間での相互作用並びに半球独立性が実証されてき

た（Alvarez, & Cavanagh, 2005; Nishimura & Yoshizaki, 2010; Wei et al., 2013）。研究 3 は，文

脈に応じた認知的制御の半球独立性について，大域・局所情報処理のパラダイムを使って

検討する。 

Navon (1977) によって提唱された大域情報処理の優先性のモデルをもとに，大域情報処

理の右半球優位性，並びに局所情報処理の左半球優位性が明らかにされてきた（Delis, 

Robertson, & Efron, 1986; Gable, Poole, Cook, 2013; Martin, 1979）。例えば，Lamb et al. 

(1990) は，脳損傷患者に小さい文字から大きい文字を構成した複合パターンを呈示し，左

半球損傷患者は，大域情報同定課題の成績が局所情報同定課題よりも優れ，逆に右半球損

傷患者は，局所情報同定課題の成績が大域情報同定課題よりも優れていることを示した。

このような大域・局所情報処理の対比的な半球優位性は，健常者を対象に視野瞬間呈示法

を用いた検討で確認されているだけでなく（Hübner et al., 2007），脳画像研究でも確認され

ている（Fink et al., 1997）。このように，大域・局所情報処理の半球優位性については知見

の蓄積があり，おおむね一致した見解にある。しかしながら，大域・局所情報処理の制御

自体が各処理の優位半球で主に行われているのかについては明らかになっていない。 

視覚情報の認知的制御研究では一般的に，競合する情報から目的に合致した情報を選択

する刺激反応適合性パラダイムが使われる。このパラダイムでは不一致試行に比べて一致

試行で遂行成績が低下し，干渉量（適合性効果）が算出される。複合パターンを使った Navon

課題においても不一致試行の成績の低下は見られるため（Hübner & Malinowski, 2002; 

Volberg & Hübner, 2004），不一致試行と一致試行の遂行成績の差は干渉量として算出するこ



81 
 

とができる。 

視覚情報選択性を反映する干渉量は，競合頻度によって変動することが示されている

（Egner, 2007）。Corballis & Gratton (2003, Experiment 1) や研究 1 では，フランカー刺激を

左右視野に呈示し，各視野に対して競合頻度を操作した。その結果，低競合視野に比べて，

高競合視野において，干渉量が小さくなることを示した。つまり，視野の競合頻度に応じ

て干渉量が変動し，呈示位置に依存して位置依存調整機構が反映した視覚情報の選択性が

調整されることを示した。さらに研究 2 では，呈示位置に依存して視覚情報選択性の調整

が行われるだけではなく，半球内の競合頻度に起因した半球起因調整機構による調整が働

くことを示した。しかし研究 1 や研究 2 で用いられたフランカー課題は，アルファベット

文字列からターゲット同定を行っているだけで，対比的な半球優位性を持つ課題を使った

視覚情報選択性の調整については検討していない。 

このようなことを受けて研究 3 では，半球によって競合に対する振る舞いが異なるのか

を明らかにする。Stephan et al. (2003) は，課題要求に優位な半球が，より賦活することを

fMRI によって示した。この知見に基づくと，複合パターンを用いた場合，半球の賦活は，

課題要求に応じた非対称性が見られることが予想され，賦活が優位な半球に情報が投入さ

れれば，効率的に競合を排除できるため干渉量が小さくなることが予測される。つまり，

大域情報の同定を要求する場合，右半球に複合パターンが投入されれば，局所情報からの

干渉は小さい。これに比べて左半球に投入された複合パターンの大域情報処理は効率的で

ないため，局所情報からの干渉が大きくなる。同様に局所情報処理を要求する事態では，

左半球に複合パターンが呈示されれば干渉はより小さく，右半球に投入されればより大き

くなる。 

さらに，呈示位置における競合頻度に応じて干渉量が変動する知見（Corballis & Gratton, 

2003, 蔵冨・吉崎，2010a）に従えば，投入される半球（視野）と競合適応の程度の関連性

について次のことが予想される。課題要求に優位でない半球に複合パターンが投入された
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場合，競合の検出，解消の頻度の増減が干渉量の変動をもたらすことが予測される。これ

に対して課題要求に優位な半球に複合パターンが投入されれば，ターゲット処理への効率

的な処理が見込まれ干渉が小さいため，競合の経験に応じた干渉量の変動は，優位でない

半球に投入された時に比べ小さいことが考えられる。 

この仮説を検討するため，研究 3 では，アルファベット文字で作成された複合パターン

（図 4-1）を左右一側視野に瞬間呈示し，複合パターンの大域情報同定を求める大域情報

同定課題での局所情報からの干渉（実験 7）と，局所情報同定を求める局所情報同定課題

での大域情報からの干渉（実験 8）に注目した。さらに重要な注目点は，呈示視野毎に一

致試行の出現確率を変え，競合頻度を操作し，競合頻度による干渉量の変動を観察する点

であった。具体的には，左視野の一致試行出現確率が多く右視野に不一致試行が多い事態

（more Compatible Left/ more Incompatible Right: CL/IR 条件）と，その反対の事態（more 

Incompatible Left/ more Compatible Right: IL/CR 条件）を設けた。大域情報同定課題では，

左視野での干渉量が小さく変動も少ないのに対して，右視野の干渉量は IL/CR 条件で大き

くなり，CL/IR 条件で小さくなることが予想された。これに対して局所情報同定課題では，

右視野の干渉量が小さく変動も少ないのに対して，左視野の干渉量は CL/IR 条件で大きく，

IL/CR 条件で小さくなることが予想された。 

 

  

  



83 
 

第 2 節 実験 7，実験 8 

1. 実験 7 

1.1. 方法 

 要因計画 大域・局所情報の適合性（一致，不一致）×視野（左視野，右視野）×適合

性頻度（CL/IR，IL/CR）の 3 要因参加者内計画で実施された。 

 実験参加者 実験参加への同意書に署名を得た，右手利き大学生および大学院生 20 名

（女性 16 名，M = 21.1 歳，SD = 2.68）が参加した。利き手の判定は，H. N. きき手テスト

（八田・中塚，1975）によって行われた。すべての参加者は矯正を含み，正常な視力を有

した。参加者は，500 円相当の謝礼を得た。 

 装置 刺激呈示の制御，反応の記録に Cedrus 社製 SuperLab（Ver. 4.5.2）を使用したこと

を除いて，研究 1 および研究 2 と同様であった。 

 刺激 複合パターン刺激は，大域情報と局所情報が同等に知覚される範囲に収められた

（Yovel, Yovel, & Levy, 2001）。局所文字は，視角にして縦 0.5°×横 0.4°の範囲に収まる MSP

ゴシックで描かれた“H”または“T”を使用した。それらを基に縦 3×横 5 文字で構成された“H”

と“T”を大域文字として使用した。大域文字は，視角にして縦 3. 9°×横 2.3°であった。 

凝視点には，ドット（“・”）を使用した。この凝視点から水平方向の左右視野いずれか

に複合パターン刺激が呈示され，凝視点から複合パターン刺激の中心までの距離は 5.9°で

あった。 

手続き 実験は個別に行われた。参加者は，画面から 37 cm の距離に顔面固定台によっ

て頭部を固定された。各実験ブロック開始直前に，画面中央を凝視すること，実験の目的

上中心を凝視できない試行は無効になることを強く伝えた。 

各試行の流れは以下の通りであった。まず画面中央にチャイム音と共に凝視点が 500 ms

間呈示され，続いて複合パターン刺激が 100 ms 間左右いずれかに呈示された。参加者の反 

                                                  
 実験 7 および実験 8 は心理学研究誌上にて発表された（蔵冨・吉崎，2013）。 



84 
 

 

 

 

（a）一致試行        （b）不一致試行 

図 4-1. 実験 7 および実験 8 で用いられた刺激 
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応後，もしくは反応がなかった場合は刺激呈示 1100 ms 後，1000 ms の間隔をおいて次の

試行が開始された。参加者は大域文字（ターゲット）が“H”か“T”かの同定をできるだけ速

く，できるだけ正確に行うよう求められた。反応キーは参加者の体の中央に置かれ，二つ

のボタンは体の手前（下）と奥（上）に配置された。ターゲットが“H”だったときは右

手人差し指で奥（上）のボタンを，“T”だったときは左手人差し指で手前（下）のボタン

を押すように教示された。 

 本試行は 80 試行からなるブロックを 6 ブロック，計 480 試行行った。左視野に一致試行

32 試行，不一致試行 8 試行，右視野に一致試行 8 試行，不一致試行 32 試行からなる CL/IR

条件のブロックとその逆の割合からなる IL/CR 条件のブロックが用意された。半数の参加

者は，CL/IR 条件のブロックを 3 ブロック行った後，IL/CR 条件のブロックを 3 ブロック

行った。残りの参加者は，その逆の順序で行った。また，実験終了後，呈示位置と一致／

不一致試行の呈示頻度についての関係や，その変化について尋ねたが，そのような点につ

いて報告した参加者はいなかった。 

1.2. 結果と考察 

 各実験参加者に対して正答を要した反応時間と誤答率の平均値を条件毎に算出した。な

お，反応時間が 200 ms 以下の焦燥反応はなかった。各実験参加者により得られた正答試行

の反応時間と誤答率の平均および SD を表 4-1 に示す。 

 反応時間を用いて，要因計画に沿った 3 要因実験参加者内分散分析を行った結果，大域・

局所情報の適合性にのみ主効果が見られ，干渉量（17 ms）が得られた（F(1, 19) = 74.14, p 

< .001, ηp
2 = .80）。また，有意に達しなかったものの，視野の主効果に傾向が見られ（F(1, 19) 

= 3.04, p = .098, ηp
2 = .14），左視野呈示条件（437 ms）に比べて右視野呈示条件（432 ms）

で反応時間が速くなることが明らかとなった。2要因の交互作用は見られなかった（F(1, 19) 

= 0.22, p = .64, ηp
2 = .01）。したがって，左右各視野で干渉量が同程度であったことが示され

た（図 4-2）。これは，いずれの視野においても大域情報が先行して処理され，次に局所情
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報の分析がなされるとする大域特徴処理の優先性（Navon, 1977）により，局所情報からの

干渉が小さくなったためと解釈できる。また，3 要因の交互作用も有意に達しなかった（F(1, 

19) = 1.89, p = .185, ηp
2 = .09）。 

 本研究の重要な仮説について検討するため，干渉量を使って，2 要因の分散分析を実施

し，視野ごとの，CL/IR 条件と IL/CR 条件間の比較を単純主効果並びに Cohen’s d を用いて

行った。その結果，2 要因の交互作用は有意に達しなかった（F(1, 19) = 1.89, p = .185, ηp
2 

= .09）。従って，左視野条件では大きな差は見られなかった（CL/IR 条件 = 18 ms, IL/CR 条

件 = 12 ms; F(1, 38) = 0.66, p = .423, ηp
2 = .02, Cohen’s d = 0.23）。右視野でも，干渉量の大き

さは仮説通りではあるものの，大きな差は認められなかった（CL/IR 条件 = 15 ms, IL/CR

条件 = 21 ms; F(1, 38) = 0.84, p = .366, ηp
2 = .02, Cohen’s d = 0.27）。このように，各視野にお

いて一致試行出現確率の影響を受けなかったこの結果は，左右視野で生じる干渉差と一致

試行出現確率による影響が相殺したためとも考えられた。 

 誤答率について反応時間と同様の分析を行った結果，視野（F(1, 19) = 5.58, p = .029, ηp
2 

= .23）および大域・局所情報の適合性（F(1, 19) = 20.77, p = .0002, ηp
2 = .52）に主効果が見

られた。これは，左視野（5.2%）に比べて右視野（6.4%）で誤答率が高いこと，干渉量（3.6%）

が得られたことの反映であった。2 要因の交互作用はなく（F(1, 19) = 1.87, p = .19, ηp
2 = .09），

3 要因の交互作用（F(1, 19) = 0.88, p = .360, ηp
2 = .04）も有意に達しなかった。反応時間と

同様に干渉量を使って，2 要因の分散分析を行い，視野ごとに CL/IR 条件と IL/CR 条件間

の差を単純主効果並びに Cohen’s d を算出し比較検討した。その結果，2 要因交互作用は有

意に達しなかった（F(1, 19) = 0.88, p = .360, ηp
2 = .04）。視野ごとに単純主効果の検定を行っ

た結果，左視野では条件に差は見られなかったが（CL/IR 条件 = 2.6%, IL/CR 条件 = 3.0%; 

F(1, 38) = 0.06, p = .803, ηp
2 = .01, Cohen’s d = 0.07 ），右視野では仮説通り，IL/CR 条件（5.6%）

の方が CL/IR 条件（3.2％）よりも干渉量が大きい傾向が見られた（F(1, 38) = 2.73, p = .11, ηp
2 

= .07, Cohen’s d = 0.41）。誤答率の結果はおおむね仮説を支持し，右視野呈示された事態で 
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表 4-1. 各条件における平均反応時間（ms）および誤答率（%）（実験 7） 

 
※カッコ内は SD 

 

 

  

反応時間（ms） CL/IR 426 (53) 444 (54) 423 (59) 438 (54)
IL/CR 432 (59) 444 (56) 424 (52) 444 (64)

誤答率（%） CL/IR 3.6 (2.9) 6.3 (6.1) 5.2 (6.0) 8.4 (6.1)
IL/CR 4.0 (4.1) 6.9 (4.1) 3.2 (2.5) 8.8 (6.4)

視野

一致 不一致 一致 不一致
左視野 右視野
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図 4-2. 大域情報同定課題における条件別の干渉量（実験 7） 

 バーは標準誤差を表す。 
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は，競合解消経験増減に伴い，競合に対して適応的な処理がされたことを示唆した。 

 

2. 実験 8 

2.1. 方法 

 要因計画 大域・局所情報の適合性（一致，不一致）×視野（左視野，右視野）×適合

性頻度（CL/IR，IL/CR）の 3 要因参加者内計画で実施された。 

 実験参加者 実験参加への同意書に署名を得た，右手利き大学生および大学院生 20 名

（女性 16 名，M = 22.0 歳，SD = 2.19）が参加した。利き手の判定は，H. N. きき手テスト

（八田・中塚，1975）によって行われた。すべての参加者は矯正を含み，正常な視力を有

した。参加者は，500 円相当の謝礼を得た。 

 装置・刺激 装置および刺激は実験 7 と同様であった。 

 手続き 局所文字同定が求められること以外は，実験 7 と同様であった。また，呈示視

野と一致／不一致試行の呈示頻度について報告した参加者はいなかった。 

2.2. 結果と考察 

 各実験参加者に対して正答を要した反応時間と誤答率の平均値を条件毎に算出した。な

お，反応時間が 200 ms 以下の焦燥反応はなかった。各実験参加者により得られた正答試行

の反応時間と誤答率の平均および SD を表 4-2 に示す。 

 反応時間を用いて，要因計画に沿った 3 要因実験参加者内分散分析を行った結果，視野

（F(1, 19) = 25.36, p < .001, ηp
2 = .57）および大域・局所情報の適合性（F(1, 19) = 64.91, p 

< .001, ηp
2 = .77）に主効果が見られ，左視野（446 ms）に比べて右視野（428 ms）の反応時

間が速いこと，並びに干渉量（33 ms）を得たことが明らかとなった。また，視野×適合性

に交互作用が見られた（F(1, 19) = 7.86, p = .011, ηp
2 = .29）。これは，図 4-3 に示すように左

視野（38 ms）に比べて右視野（29 ms）での干渉量が小さいことの反映であり，干渉量に

おいて左右視野差が見られた。さらに，3 要因の交互作用に有意傾向が見られた（F(1, 19) 
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= 4.30, p = .052, ηp
2 = .18）。 

研究仮説を検証するために，干渉量を使って 2 要因の分散分析を行い，視野ごとの CL/IR

条件と IL/CR 条件間の差を単純主効果並びに Cohen’s d を用いて比較した。その結果，交

互作用は有意傾向となった（F(1, 19) = 4.30, p = .052, ηp
2 = .18）。右視野条件では条件差は見

られなかったが（CL/IR 条件 = 30 ms, IL/CR 条件 = 28 ms; F(1, 38) = 0.06, p = .804, ηp
2 = .01 

Cohen’s d = 0.08），左視野では CL/IR 条件（47 ms）の方が IL/CR 条件（29 ms）よりも干渉

量が大きいことが明らかとなった（F(1, 38) = 5.50, p = .024, ηp
2 = .13, Cohen’s d = 0.59）。こ

のことは，左視野において，競合解消経験の増減に伴い，処理の効率性が変化したことを

示唆した。 

誤答率においても同様の分析を行った結果，反応時間の結果を支持するものとなった。

大域・局所情報の適合性に主効果が見られ，干渉量（5.7%）も得られた（F(1, 19) = 23.84, p 

< .001, ηp
2 = .56）。さらに視野×適合性の交互作用が見られ（F(1, 19) = 8.92, p = .008, ηp

2 

= .32），左視野（7.2%）に比べて右視野（4.1%）において干渉量が小さかった。 

興味深いことに，3 要因の交互作用が見られた（F(1, 19) = 5.87, p = .026, ηp
2 = .24）。そこ

で，反応時間と同様に干渉量を従属変数とした 2 要因の分散分析を行い，単純主効果並び

に Cohen’s d を算出し，視野毎の CL/IR 条件と IL/CR 条件の差を比較した。その結果，交

互作用が有意となり（F(1, 19) = 5.87, p = .026, ηp
2 = .24），反応時間と同様のパターンを示し，

仮説は支持された。つまり，右視野条件では両条件に差は見られなかったが（CL/IR 条件 = 

3.6%, IL/CR 条件 = 4.6%; F(1, 38) = 0.39, p = .535, ηp
2 = .01, Cohen’s d = 0.18），左視野では

IL/CR 条件（5.0%）よりも CL/IR 条件（9.4%）で干渉量が大きかった（F(1, 38) = 7.09, p = .011, 

ηp
2 = .16, Cohen’s d = 0.75）。これは，左視野において，競合解消経験の増減が，処理の効率

性に影響することを示唆した。 
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表 4-2. 各条件における平均反応時間（ms）および誤答率（%）（実験 8） 

 

※カッコ内は SD 

 

  

反応時間（ms） CL/IR 424 (50) 471 (66) 414 (48) 443 (55)
IL/CR 430 (52) 459 (59) 414 (47) 442 (55)

誤答率（%） CL/IR 2.4 (2.2) 11.9 (9.8) 3.8 (4.9) 7.3 (5.6)
IL/CR 3.5 (4.0) 8.5 (5.3) 3.5 (3.7) 8.1 (6.5)

視野

一致 不一致 一致 不一致
左視野 右視野
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図 4-3. 局所情報同定課題における条件別の干渉量（実験 8） 

 バーは標準誤差を表す。 
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第 3 節 研究 3 の総合考察 

1. 結果のまとめ 

 研究 3 では，半球優位性によって競合に対する振る舞いが異なるかを検討した。実験 7

では，大域情報同定課題を用いて，左右各視野で異なる競合頻度が，各視野の干渉量に及

ぼす影響を検討した。その結果，干渉量に左右視野差は見られなかった。しかし，誤答率

において，競合頻度に対する振る舞いが左右視野で異なった。左視野呈示では，競合頻度

によって干渉量は変動しなかった。一方，右視野条件では，競合頻度が低い事態に比べて

高い事態に干渉量が小さくなる競合適応効果の傾向が見られた。 

 実験 8 は，課題要求を局所情報同定にしたこと以外は，実験 7 と同様の手続きで行われ

た。実験の結果，左視野条件に比べて右視野条件の干渉量が小さいことが示され，干渉量

に視野差があった。さらに，左右視野呈示によって競合頻度に対する振る舞いが異なった。

左視野条件では，競合頻度が低い事態に比べてそれが高い事態で干渉量が小さくなる，競

合適応効果が生起した。一方，右視野条件ではそのような差は見られなかった。 

 これらの結果をまとめると，課題要求が優位となる半球に比べ，その対側半球に複合パ

ターンが投入される事態に，干渉量が大きくなった。さらに，そのような課題要求が優位

でない半球に複合パターンが投入される事態には，競合頻度が低い時に比べてそれが高い

ときに干渉量が小さくなる，競合適応効果が生起することが示された。 

 

2. 半球優位性によって異なる競合に対する影響 

 研究 3 では，左右各半球によって競合に対する影響が異なるかどうかを検討した。同一

刺激に対して，課題要求を操作することでその刺激処理に対する半球優位性を変え，各半

球に投入される刺激に対する干渉量の変動に注目した。この操作によって，競合頻度に応

じた視覚情報選択性の調整が，位置依存調整機構によるものなのか，半球起因調整機構が

介在しているのかを明らかにすることができた。半球起因調整機構が介在するのであれば，
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半球優位性によって競合に対する影響が異なることが予測された。視覚情報選択性の調整

が課題に優位な半球で行われているとすれば，大域情報同定，局所情報同定のいずれの課

題においても，刺激からの競合を効率的に排除できるため干渉量は小さく，競合頻度に応

じた干渉量の変動は生じないことが予測された。これに対して課題要求に優位ではない半

球に情報が投入された事態では，競合頻度に応じた干渉量の変動は，大域情報同定課題（実

験 7）では右視野／左半球で，局所情報同定課題（実験 8）では左視野／右半球でそれぞれ

観察されることが予測された。 

 反応時間並びに誤答率の結果を総合すると，局所情報同定課題では，仮説を支持するも

のであった。局所情報同定課題では，課題要求に優位な左半球に複合パターンが投入され

た事態で，干渉量は小さく，競合頻度による干渉量への影響も小さかった。これに対して

右半球に複合パターンが投入される事態では，競合頻度が高いときに干渉量が減少した。

局所情報からの干渉を受けにくい大域情報同定課題でも，仮説通りのパターン，つまり，

左半球に複合パターンが投入された事態でのみ競合頻度による干渉量の変動が観察された。

大域情報同定課題における干渉量のパターンは，仮説と一致したものの，統計的には有意

ではなかった。これには，二つの理由が考えられた。一つは，局所同定課題に比べて干渉

量が小さく，検出したい効果を観察できない可能性であった。二つ目は，大域情報同定に

おける右半球の活性化と，言語刺激処理による左半球の活性化によって，右半球優位性の

程度が，小さくなった可能性であった。 

 これらの結果は，位置依存調整機構によって説明することはできない。なぜならば，も

し呈示位置に依存するのであれば，フランカー課題を用いた他の知見（Corballis & Gratton, 

2003; Żurawska vel Grajewska et al, 2010）からも明らかなように，左右視野のいずれの視野

でも，競合頻度が低い事態に比べてそれが高い事態では干渉量が小さくなるからである。

それにも関わらず，本結果は刺激の投入される半球の優位性に起因して視覚情報の選択性

が調整されている。具体的には，課題要求が優位となる半球に刺激が投入される事態には，
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競合頻度に関わらず競合を効率的に排除することができるため，干渉量が変動しにくく，

課題要求に優位でない半球に刺激が投入される事態には，競合頻度によって視覚情報選択

性の調整が行われた。このことは，半球の機能差に起因して視覚情報選択性の調整が行わ

れていることを示唆している。 

 総合すると，研究 3 で得られた結果は，半球に起因して視覚情報選択性の調整が行われ

ていることを支持している。これまでの研究（Corballis & Gratton, 2003）や研究 1，研究 2

で用いられてきたフランカー課題では，半球に起因して視覚情報選択性の調整が行われて

いるかどうかを左右視野差の視点から検討することができなかった。それに対して本研究

では，課題要求を操作することによって，干渉量だけではなく競合頻度による影響を視野

差の視点から検討することができた。実験の結果は，刺激が投入される半球に応じて視覚

情報選択性の調整も異なることを示し，視覚情報選択性の調整は半球に起因して行われる

ことが明らかとなった。 
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第 5 章 総合考察 

第 1 節 結果のまとめ 

本研究の目的は，呈示位置に依拠して行われる視覚情報選択性の調整が，左右各半球も

関与して行われることを明らかにすることであった。このことを実証するため，刺激呈示

視野毎に競合頻度を操作し，それによって生起する競合適応効果に注目した。 

研究 1 では，フランカー課題を用いて，左右各半球が担当する左右視野間もしくは両半

球が担当する上下視野間における競合頻度が，視覚情報選択性の調整に及ぼす影響を検討

した。呈示位置に依拠して視覚情報選択性の調整が行われるため，いずれの視野間におい

ても競合適応効果が生起することが予測された。また，ラテラリティの知見を踏まえれば，

位置依存調整機構だけではなく，左右視野に対して頑健に働く半球起因調整機構が想定さ

れた。 

実験 1 では，左右視野間において，競合頻度を操作し，各視野の適合性効果の変動に注

目した。呈示位置の競合頻度に依拠するだけではなく，半球内の競合頻度に起因して視覚

情報選択性の調整が行われるのであれば，頑健な競合適応効果が予測された。その結果，

左右視野間において低競合視野に比べて高競合視野で適合性効果が小さい頑健な競合適応

効果が見られた。実験 2 では上下視野間において競合頻度を操作した。上下視野間の情報

によって半球間で競合頻度の差異がないため，半球起因調整機構が上下視野間に対しては

反映しないことが考えられた。したがって，位置依存調整機構のみが反映し，競合適応効

果が小さくなる，あるいは生起しないことが予測された。結果は，上下視野間に対して頑

健な競合適応効果は生起せず，仮説は支持された。呈示位置の競合頻度に加え，半球内の

競合頻度に起因して視覚情報の選択が調整されるのであれば，上下視野間（実験 2）に比

べて，左右視野間（実験 1）の競合適応効果が大きいことが予測された。そこで，実験 1

と実験 2 の実験間（参加者間）で競合適応効果を比較した。数値上の競合適応効果は上下

視野間に比べて，左右視野間で大きかったが，そこに有意差は見られなかった。そこで実
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験 3 では，左右視野間と上下視野間に対して行われる視覚情報選択性の調整を参加者内計

画で行い，各視野間条件の競合適応効果量を比較した。その結果，課題を通して左右視野

間と上下視野間の競合適応効果に差は見られなかった。しかしながら興味深いことに，課

題前半においては，上下視野間に比べて左右視野間の競合適応効果が大きいことが示され

た。一方，課題後半においては，左右視野間に比べて上下視野間の競合適応効果が大きい

ことが示された。 

これら三つの実験を通して，視覚情報選択性の調整は二つの異なる調整機構が介在して

いることが示された。一つは，位置依存調整機構で，これはこれまでの研究からも十分示

唆することができる。もう一方は，半球起因調整機構であった。しかし，この後者の調整

機構は，左右視野間と上下視野間の競合適応効果の比較だけでは十分とは言えなかった。 

研究 2 では，左右視野に加え，刺激が左右両半球に投入される中央視野に対しても刺激

を呈示し，半球起因調整機構が働くのかを検討した。実験 4 では，左右両視野における競

合頻度を操作し，中央視野においての競合頻度は一定（50%）であった。注目すべき点は，

左右両視野における競合頻度が，中央視野の適合性効果に影響を及ぼすかどうかであった。

半球起因調整機構が働くのであれば，競合頻度を一定にした中央視野においても適合性効

果が変動する競合適応効果が生起することが予測された。結果は仮説を支持し，中央視野

における適合性効果は，左右両視野の競合頻度が低い事態に比べてそれが高い事態で小さ

くなる競合適応効果が生起した。しかし，画面全体における競合頻度の条件間の差（33.4%）

が大きく，半球内というよりもむしろ画面全体の競合頻度に依拠して視覚情報選択性の調

整が行われたとも考えられた。そこで，実験 5 では，実験 4 と同様の刺激布置を用いて，

左右両視野と中央視野の競合頻度操作の対応を逆にした。つまり，中央視野において競合

頻度を操作し，左右両視野の競合頻度を一定（50%）にした。この操作によって，実験 4

に比べて半球内の競合頻度（62.5% vs. 37.5%）を変えることなく，画面全体における競合

頻度の条件差（16.6%）を小さくすることができた。実験の結果，実験 4 と同様に競合頻
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度を 50%と一定にした視野（左右両視野）において，中央視野の競合頻度に応じて適合性

効果の変動する競合適応効果が見られた。 

さらに，実験 4 と実験 5 で得られた競合適応効果が，半球起因調整機構を反映している

のか，画面全体の競合頻度に依拠して視覚情報選択性の調整が行われているのかを検討し

た。もし，半球起因調整機構が反映しているのであれば，実験 4 と実験 5 の競合適応効果

に差は見られないことが予測された。なぜならば，両実験で，半球内の競合頻度差は同等

（62.5% vs. 37.5%）であったためである。一方，画面全体の競合頻度に依拠して視覚情報

選択性の調整が行われているのであれば，競合適応効果は，実験 4 に比べて実験 5 におい

て小さくなることが予測された。なぜならば，画面全体における競合頻度の条件差が実験

4 では 33.3%（66.7% vs. 33.3%）であるのに対して，実験 5 では 16.7%（58.3% vs. 41.7%）

と小さくなるからである。分析の結果，前者の仮説を支持し，競合適応効果量には実験間

で差は見られず同量であることが示された。 

実験 6 では，画面全体における競合頻度の条件差の大きさが競合適応効果量を規定する

ことを確認するため，実験 4，5 と同様の刺激布置を用いて，画面全体における競合頻度を

操作した。その際，各呈示位置における競合頻度は均一に保った上で，画面全体における

低競合と高競合の差が小さい頻度差小条件（12.5%）と，それが大きい頻度差大条件（25%）

の 2 水準で競合適応効果の比較を行った。その結果，頻度差大条件に比べて頻度差小条件

の方が，競合適応効果も小さいことが明らかとなり，競合頻度の条件差が競合適応効果を

規定していることが明らかとなった。 

これら三つの実験を通して，半球内の競合頻度に起因しても視覚情報の選択が調整され

ることが示された。このことは，視覚情報選択性の調整には，位置依存調整機構に加え，

半球起因調整機構が介在していることを明らかにした。 

研究 3 では，大域・局所同定課題を用いて，半球優位性によって競合に対する影響が異

なるのかを検討した。Navon 課題（Navon, 1977）の複合パターンを左右いずれかの視野に
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瞬間呈示し，視野ごとに競合頻度を操作した。半球起因調整機構が存在するのであれば，

課題要求が優位な半球に複合パターンが投入される事態では，競合を効率的に解消できる

ため，競合頻度に関係なく干渉量が小さくなる。さらに課題要求に優位でない半球に複合

パターンが投入される事態では，競合を効率的に解消できず，干渉量が大きくなり，かつ

その半球において，競合頻度に応じた視覚情報選択性の調整が行われ競合適応効果が生起

することが予想された。一方，もし，視覚情報選択性の調整が呈示位置の競合頻度に依拠

してのみ行われているのであれば，上述したような影響の違いは見られず，課題要求に関

係なく，各視野の競合頻度に応じた競合適応効果が見られることが予測された。 

実験 7 では，左視野／右半球優位性を示す大域情報同定課題を用いて，一つの視野を低

競合，もう一方の視野を高競合にした事態の競合適応効果に注目した。その結果，干渉量

において左右視野差は見られなかった。また，反応時間においては，いずれの視野におい

ても競合頻度の高低に関わらず，干渉量は同程度であった。しかし誤答率において，左右

視野間で競合に対する振る舞いが異なった。左視野／右半球では競合頻度によって干渉量

の変動は見られないのに対して，右視野／左半球では競合頻度が低い事態に比べてそれが

高い事態で干渉量が小さくなる競合適応効果が生起した。実験 8 では，右視野／左半球優

位性を示す局所情報同定課題を用いて，実験 7 と同様の検討を行った。局所情報同定課題

では，大域情報同定課題とは逆パターンの半球優位性となるため，競合に対する振る舞い

も逆パターンになることが予測された。結果は予測通りで，左視野／右半球に比べて，右

視野／左半球の干渉量が小さくなり，左視野／右半球では，競合頻度が低い事態に比べて

それが高い事態で干渉量が小さくなる競合適応効果が生起した。 

実験 7 と実験 8 の結果は，課題に対する半球優位性が，競合に対する視覚情報選択性の

調整傾向に影響することを示した。課題要求に優位となる半球に複合パターンが投入され

る事態（大域情報同定課題における左視野／右半球，局所情報同定課題における右視野／

左半球）では競合を効率的に排除できるため，競合頻度の影響は受けにくいのに対して，
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課題要求に優位でない半球に複合パターンが投入される事態（大域情報同定課題における

右視野／左半球，局所情報同定課題における左視野／右半球）では，競合頻度に応じた視

覚情報選択性の調整が行われていることが明らかとなった。 

これら三つの研究によって，示された競合適応効果の効果サイズ（偏イータ二乗）を表

5-1 にまとめた。 
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表 5-1. 本論文における結果のまとめ（数値は偏イータ二乗） 

 

 

  

操作視野

研究1 実験1 左右視野間 左右視野間 .26 * .01
実験2 上下視野間 上下視野間 .08 .21 +

実験3 左右視野間 左右視野間 .13 * .00
上下視野間 上下視野間 .09 + .00

研究2 実験4 左右両視野 左右両視野 .59 **** .30 *

中央視野 .48 *** .46 *

実験5 中央視野 中央視野 .57 **** .17 +

左右両視野 .47 *** .20 +

実験6 画面全体 頻度差大 .47 **** .41 ****

頻度差小 .17 * .00

研究3 実験7 左右視野間 左視野 .02 .00
右視野 .02 .07 +

実験8 左右視野間 左視野 .00 .01
右視野 .13 * .16 *

+ p  < .10, * p  < .05, ** p  < .01, *** p  < .005, **** p  < .001

競合適応効果（ηp
2
）

反応時間 誤答率
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第 2 節 呈示位置に対する視覚情報選択性の調整に関する本研究の見解 

 本研究は，呈示位置に依拠した競合頻度に対して行われる視覚情報選択性の調整が，半

球に起因して行われるかを検証することを目的とした。その結果明らかになったことは，

左右視野間や上下視野間といった呈示位置の競合頻度に依拠して視覚情報選択性の調整が

行われるだけではなく（研究 1），半球内の競合頻度に起因しても行われることであった（研

究 2）。さらに，半球優位性によって，競合に対する影響が異なることが明らかとなった（研

究 3）。従って，呈示位置に依拠して視覚情報選択性の調整が行われる（Vietze & Wendt, 2009; 

Wendt et al., 2008; Żurawska vel Grajewska et al., 2010）だけではなく，半球に起因しても行

われることが示唆された。 

 

1. 呈示位置の競合頻度に依存する調整機構 

 これまでの研究では，左右視野間（Corballis & Gratton, 2003; Wendt et al., 2008; Żurawska 

vel Grajewska et al., 2010）だけではなく，上下視野間（Vietze & Wendt, 2009; Wendt et al., 2008; 

Żurawska vel Grajewska et al., 2010）の呈示位置の競合頻度に依拠して競合適応効果が生起

する。本論文も同様に，左右視野間（研究 1 における実験 1，3，研究 3 における実験 7，8）

だけではなく，上下視野間（研究 1 における実験 3）において競合頻度を操作することに

よって，それに応じた適合性効果の変動，つまり競合適応効果を確認することができた。

さらに，研究 1 では左右視野間と上下視野間の競合適応効果を直接比較することによって，

両者に差異がないことが示された。 

これらの結果は，呈示位置の競合頻度に依拠する「位置依存調整機構」の存在の証拠を

提供している。競合頻度が高い呈示位置では，競合を効率的に排除することができるため，

適合性効果が小さくなる。一方，競合頻度が低い呈示位置では，競合を解消する機会も少

ないため，希に出現する競合に対して効率的な解消が行えず，適合性効果が大きくなる。

このように，様々な競合頻度の呈示位置において適合性効果が変動することから，視覚情
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報選択性の調整は，位置依存調整機構の反映があることが示唆された。 

位置依存調整機構は，注意のスポットライトアナロジー（Eriksen & St. James, 1986）に

おけるスポットライトの大きさによっても説明できるかもしれない。この考え方は，焦点

を中心に囲む注意の範囲をスポットライトに例え，スポットライト内の情報が優先的に処

理されるというものである。さらにこのスポットライトは，二つ以上の空間に分割するこ

とができ（Awh & Pashler, 2000; McMains & Somers, 2004; Müller, Malinowski, Gruber, & 

Hillyard, 2003），そのサイズは知覚的負荷に応じて調整できる（Awh, Matsukura, & Serences, 

2003）。このスポットライトを競合モニタリングモデル（Botvinick et al., 2001）に拡張する

こともでき，競合頻度が高い事態ではスポットライトを狭めることにより，フランカー刺

激からの競合を効率的に排除し，適合性効果が小さくなる。一方，競合頻度が低い事態で

は，ターゲット刺激とフランカー刺激が同一反応である一致試行が多いため，スポットラ

イトを広げ，フランカー刺激を取り入れることによって，課題を効率的に遂行する。それ

ゆえ，不一致試行が出現した際には，フランカー刺激を取り入れ，競合を解消することが

困難となり，適合性効果が大きくなる。以上のことから，刺激呈示位置に対して注意のス

ポットライトを分割し，競合頻度が高い呈示位置に対しては，スポットライトを狭め，反

対に競合頻度が低い呈示位置に対しては，それを広げることによって，競合頻度に応じた

視覚情報選択性の調整を行っていることが考えられる。 

 このように，本論文では左右上下の呈示位置に関係なく，視覚情報選択性の調整は，刺

激呈示位置の競合頻度に依拠する位置依存調整機構が介在していることが支持された。 

 

2. 半球内の競合頻度に起因する視覚情報選択性の調整 

視覚情報選択性の調整は，位置依存調整機構だけではなく，半球内の競合頻度に起因す

る「半球起因調整機構」も介在している。この機構は，呈示位置ではなく，半球内の競合

頻度に起因した競合適応効果から支持される。半球内の競合頻度が高い事態では，効率的
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な競合解消ができるため，適合性効果が小さくなるのに対して，半球内の競合頻度が低い

事態では，競合を効率的に解消できず，適合性効果が大きくなる。研究 2 でも明らかにな

ったように，半球内の競合頻度に起因して視覚情報選択性の調整が行われることや，研究

3 のように課題の半球優位性によって競合適応の振る舞いが異なる点を踏まえると，半球

起因調整機構の存在が示唆される。これまでの研究では，両半球に冗長に刺激が投入され

る上下視野に対しても，競合適応効果が見られることから，半球に起因するか否かについ

ては議論されてこなかった。それに対して，視覚情報選択性の調整には異なる調整機構が

介在し，従来考えられてきた位置依存調整機構に加え，半球内の競合頻度に起因する半球

起因調整機構を示唆した本論文は，視覚情報選択性の調整に重要な知見を与えた。 

 半球起因調整機構は，競合頻度に応じた処理資源の分配として解釈することによって，

半球間相互作用の知見からも説明することができる。競合頻度が高い事態には競合を効率

的に解消するためにより多くの資源を投入する。それゆえ，競合刺激（不一致試行）が出

現した際には効率的にそれを解消できるため，干渉も小さくなる。一方，競合頻度が低い

事態には多くの処理資源を投入しなくても課題を遂行することができる。それゆえ，競合

刺激が出現した際には，競合を解消するための資源が不足し，結果として反応の遅延が生

じて干渉も大きくなる。この処理資源については，これまでの半球相互作用研究（Alvarez 

& Cavanagh, 2005, Banich & Belger, 1990; Nishimura & Yoshizaki, 2010; Yoshizaki et al., 2007）

からも，各半球に独立して有することが明らかとなっている。それゆえ，競合頻度が高い

半球では，競合を効率的に解消するためにより多くの処理資源が分配され，競合頻度が低

い半球では，競合解消のためにあまり処理資源が分配されないことが考えられる。 

 さらに，Cook (1984, 1986) が提唱した位置抑制説から半球に起因する視覚情報選択性の

調整は解釈することができる。この説は，一側半球にある表象が活性化した場合，脳梁を

介して対側半球の相同領域が抑制を受けるというものである。これを考慮すれば，競合頻

度が高い半球では競合を効率的に排除する調整傾向が高まり，その対側半球では，そのよ
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うな調整傾向が低くなると推察される。また，課題要求によって，競合を効率的に排除で

きる半球では，競合頻度によって競合解消の効率性を変容させる必要がなく，半球内の競

合頻度に起因する調整機構の活性化が弱められる。反対にその対側半球では，半球に起因

する調整傾向の活性化が強められたとも考えられる。それゆえ，課題要求によって半球優

位性の異なる課題を用いた研究 3 の結果は以下のようにも解釈できる。課題要求に対して

優位な半球（大域同定課題における右半球，局所同定課題における左半球）に複合パター

ンが投入される事態では，競合頻度に関わらず効率的な処理が行われるため，半球起因調

整機構が弱められる。一方，対側半球（大域同定課題における左半球，局所同定課題にお

ける右半球）では，効率的な処理が困難であるため，半球起因調整機構が活性化する。そ

れゆえ，課題要求が優位な半球に複合パターンが投入された事態には干渉も小さく，競合

頻度に応じた干渉量の変動が見られないのに対し，その対側半球では，半球起因調整機構

が活性化し，競合頻度に応じて干渉量が変動した。 

 このように，ラテラリティの知見からも説明できる本研究の知見は，半球起因調整機構

の存在を立証したといえる。 
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第 3 節 視覚情報選択性の調整における新たなモデルの提案 

本論文では，視覚情報選択性の調整には，位置依存調整機構に加え，半球起因調整機構

が介在していることを示唆した。しかしながら，これらの機構は相反するものに見える。

例えば，研究 1（実験 2，3）のように上下視野間に対して行われる視覚情報選択性の調整

は，半球起因調整機構によって説明することは困難である。上下視野間の競合頻度が異な

る事態で半球起因調整機構が働いているのであれば，半球間の競合頻度が同等であるため，

上下視野間においては競合適応効果が生起しないことが考えられる。それにも関わらず，

上下視野間において競合適応効果が見られる結果は，半球起因調整機構によって説明する

ことはできない。一方で，半球内の競合頻度に起因して競合適応効果の生起する研究 2 の

結果を位置依存調整機構によっても説明することもできない。もし，位置依存調整機構が

働くのであれば，研究 2 において競合頻度を一定にした視野（実験 4 における中央視野，

実験 5 における左右両視野）の適合性効果は変動しないことが予測されるためである。し

かし得られた結果は，競合頻度を一定にした視野の適合性効果は，呈示位置の競合頻度と

は関係なく，半球内の競合頻度に応じて変動するものだった。また，課題要求を操作した

研究 3 において，位置依存調整機構が働くのであれば，課題要求が優位となる半球（実験

7 における左視野／右半球，実験 8 における右視野／左半球）に複合パターンが投入され

た事態でも，適合性効果が変動することが考えられる。しかしながら，そのような半球（視

野）では競合適応効果は生起せず，位置依存調整機構によって説明することはできない。 

では，どのような事態に位置依存調整機構もしくは半球起因調整機構が反映した視覚情

報選択性の調整が行われるのだろうか。本研究の知見に基づいて，両者の機構とその関連

性を包含した視覚情報選択性の調整に関する新しいモデル，「視覚情報選択性の調整におけ

る二段階機構モデル」を提案する。 

 

 



107 
 

1. 視覚情報選択性の調整における二段階機構モデル 

 提案する二段階機構モデルは，呈示位置の競合頻度に依拠して行われる視覚情報選択性

の調整は，「位置依存調整機構」と「半球起因調整機構」の両者によって，行われるとする

ものである。このモデルでは，図 5-1 に示すように，観察される視覚情報選択性の調整，

つまり競合適応効果は，半球起因調整機構の関与の度合いによって変化すると考えられる。

本研究の知見を概観すると，半球起因調整機構が視覚情報選択性の調整にどのように反映

するかについては，半球間相補性と半球内干渉の二つの視点で説明できる。 

1.1. 刺激呈示位置，並びに左右半球間での競合頻度によって導かれる半球間相補性 

 一側半球に投入される刺激 視覚刺激の呈示布置によって，刺激が一側半球にまず投入

されるのか，両半球に同時に，かつ冗長に投入されるのかは異なり，刺激呈示布置によっ

て，半球起因調整機構が視覚情報選択性の調整に反映する度合いが異なると考えられる。 

Cook (1984, 1986) の位置抑制説によれば，一側半球にまず刺激が投入されることによっ

て，脳梁を介した相補性機構が働く。つまり，左右一側視野に刺激が呈示され，その対側

半球に刺激がまず投入される事態では，刺激の投入された半球ではその刺激表象が活性化

し，脳梁を介してもう一方の半球の同質領域は抑制される。このような相補性機構の働き

が，左右半球の関与を大きくし，半球起因調整機構の働きを上昇させることが考えられる。

従って，位置調整機構だけではなく，一側半球にまず刺激が投入される事態には，半球起

因調整機構がより反映して視覚情報の選択を調整する。それに対して，刺激が両半球に同

時に，かつ冗長に投入される事態には，脳梁を介した相補性機構が働かないため，半球の

関与は小さく，視覚情報選択性の調整に対する半球起因調整機構の反映も小さくなる。 

 また，課題ブロック内において，刺激が一側半球にまず投入される事態（左右視野呈示）

や，それが両半球に同時に冗長に投入される事態（中央視野呈示）の両者が存在していて

も，前者によって働く相補性機構の関与が，半球起因調整機構による関与の上昇を導き， そ

れに伴って中央視野呈示時，半球起因調整機構の関与を反映した視覚情報選択性の調整が 
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図 5-1. 視覚情報選択性の調整における提案モデル 

半球起因調整機構が上位に位置し，位置依存調整機構はその下位に位置する。それゆえ，
最初に競合頻度に対して半球起因調整機構が働き，その後位置依存調整機構が働く。 
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行われる。 

 左右半球間で異なる競合頻度 位置抑制説（Cook , 1984, 1986）を拡張して解釈すれば，

半球間で競合頻度が異なる事態でも，脳梁を介した相補性機構が働き，半球起因調整機構

の関与が大きくなると考えられる。そしてこの相補性機構の関与が，半球起因調整機構の

働きの上昇を導く。研究 1（実験 1，実験 3）や研究 3 のように，左右視野間で競合頻度が

異なる事態では，低競合視野と高競合視野に対してそれぞれ異なる視覚情報選択性の調整

を行う必要があった。これらの研究の実験事態では，一側半球に刺激がまず投入され，相

補性機構の関与でより視覚情報選択性の調整に左右半球の関与が大きくなる。さらに，一

つの半球では低競合頻度に応じて，その対側半球では高競合頻度に応じて視覚情報の選択

を調整する必要があり，これらの調整が半球間で不均衡になることによっても，相補性機

構が働く。このように，左右視野間のように半球間で競合頻度が異なる事態には，一側半

球に刺激がまず投入されることに加えて，半球間で競合頻度に対する調整が異なることが

相補性機構の関与につながり，それが半球起因調整機構の反映を上昇させる。 

1.2. 半球内で競合頻度が異なることによって導かれる半球内相互干渉 

 上下視野間で競合頻度が異なる実験操作のように，同一半球が担当する複数の呈示位置

において，競合頻度が異なる事態では，半球内で競合頻度に応じた視覚情報選択性の調整

傾向が異なるため，調整傾向の間で干渉し，半球起因調整機構が低下することが想定され

る。 

 Żurawska vel Grajewska et al. (2011, Experiment 2) は，異なる競合頻度に依拠した呈示位置

に対して視覚情報の選択を調整する際，競合頻度に応じた ACC の賦活が見られないこと

を示した。彼らは，画面中心を通る垂直子午線上の上あるいは下視野に呈示されるフラン

カー課題を用いて，各呈示位置の競合頻度を操作し，両呈示位置の競合頻度が同一の同質

条件（上下両視野の一致試行出現確率が 70%もしくは 30%）と，それらが異なる異質条件

（一致試行出現確率が，上視野 70%，下視野 30%もしくは，上視野 30%，下視野 70%）を
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設定し，課題遂行中の ACC の活動を fMRI によって測定した。その結果，反応時間におい

て同質条件と異質条件の競合適応効果に差は見られなかったものの（ただし，条件別の分

析では，異質条件では競合適応効果が生起しなかった），競合頻度に応じて変動する ACC

の賦活（競合適応効果）が同質条件では見られ，異質条件では見られなかった。彼らはこ

の結果を，異質条件では，競合頻度の異なる呈示位置に対して行われる視覚情報選択性の

調整で相互干渉（crosstalk）が生じ，競合頻度に応じた視覚情報選択性の調整が低下した

と解釈している。 

Żurawska vel Grajewska et al. (2011) の知見を踏まえると，同一半球で担当する複数の呈

示位置間で競合頻度が異なる事態では，その半球内で視覚情報選択性の調整の相互干渉が

生じ，半球起因調整機構が低下すると考えられる。したがって，上下視野間に対して行わ

れる視覚情報選択性の調整は位置依存調整機構の関与が大きいと考えられる。 

1.3. これまでの知見からみた二段階機構モデルの妥当性 

上述してきたように，半球起因調整機構は，刺激呈示位置，並びに半球間相補性，半球

内相互干渉によって，視覚情報選択性の調整に反映する度合いが異なる。半球間相補性を

導き，半球起因調整機構をより視覚情報選択性の調整に反映させる事態は，刺激が一側半

球にまず投入されることに加え，半球間で競合頻度が異なる事態である。それに対して，

半球内相互干渉を導き，半球起因調整機構が低下する事態は，同一半球内で担当する複数

の刺激呈示位置間で競合頻度が異なり，その半球内で異なる視覚情報選択性の調整を行う

事態である。では，これらの半球間相補性と半球内相互干渉に依拠した二段階機構モデル

によって，これまでの知見は説明できるのだろうか。 

半球間相補性が強く反映する事態 半球間相補性が強く反映する実験事態，つまり刺激

を一側半球にまず投入するような刺激布置を用いたこれまでの研究には，本研究の研究 1，

研究 3，Corballis & Gratton (2003) や Wendt et al. (2008) がある。これらの結果は，二段階

モデルから予想出来るもので，左右視野間で異なる競合頻度に応じて，適合性効果が変動 
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表 5-2. 各研究における視野間の競合適応効果（偏イータ二乗） 

ns = non significant, + p < .10, * p < .05, ** p < .01, **** p < .001 
1) 視角が狭いため，フランカー刺激全体が各半球に投入された保証はない。 
2) 呈示時間が長いため，脳梁を介した半球間転送が行われた可能性がある。  
3) 具体的な数値が記述されていなかったため，算出することができない。 

  

競合頻度を
変動させた視野

研究 実験 呈示時間 刺激投入半球

左右視野間
研究1 1 150 ms 一側半球 .26 *

3 150 ms 一側半球 .13 *
Corballis & Gratton (2003) 1 100 ms 一側半球

1) .32 *
Wendt et al. (2008) 117 ms 一側半球 .10 ns
Żurawska vel Grajewska et al. (2011) 1b 500 ms 一側半球

1),2) .28 +

上下視野間
研究1 2 150 ms 一側半球 .08 ns

3 150 ms 一側半球 .09 +
Wendt et al. (2008) 117 ms 一側半球 .22 *
Vietze & Wendt (2009) 1 450ms 両半球 .36 **
Żurawska vel Grajewska et al. (2011) 1a 500 ms 両半球 .48 ****

2 500 ms 両半球 ?3) ns

偏イータ二乗（ηp
2
）
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する頑健な競合適応効果が生起した。表 5-2 に示す効果サイズ（偏イータ二乗）からもわ

かるように，一側半球にまず刺激が投入され，左右視野間で競合頻度が異なる事態では，

本研究（実験 1, ηp
2 = .26; 実験 3, ηp

2 = .13）を含め，他の研究（Corballis & Gratton, 2003, 

Experiment 1, ηp
2 = .32; Wendt et al., 2008, ηp

2 = .10; Żurawska vel Grajewska et al., 2011, 

Experiment 1b, ηp
2 = . 28）においても安定した競合適応効果が生起している。これに対して，

Vietze & Wendt (2009) のように刺激が両半球に冗長に投入され，上下視野間で競合頻度が

異なる事態（Vietze & Wendt, 2009, Experiment 1, ηp
2 = .36; Żurawska vel Grajewska et al., 2011, 

Experiment 1a, ηp
2 = . 48）に比べて，Wendt et al. (2008) のように刺激が一側半球にまず投入

され，上下視野間の競合頻度が異なる事態（本研究の実験 2, ηp
2 = .08; 本研究の実験 3, ηp

2 

= .09; Wendt et al., 2008, ηp
2 = .22）では，競合適応効果が小さかった。これは，一側半球に

まず刺激を投入することにより，半球間で相補性機構が働き，半球起因調整機構の反映が

上昇したことが原因である。具体的には，上下視野間で競合頻度が異なる事態では，一側

半球に刺激を投入することによって脳梁を介した相補性機構が働き，上下視野間に対して

同等の視覚情報選択性の調整を行う半球起因調整機構が上昇する。そのため，上下視野間

の競合頻度に応じて行われる視覚情報選択性の調整（位置依存調整機構）と，半球起因調

整機構の調整傾向が異なるためそれらが拮抗し，競合適応効果が小さくなったと解釈でき

る。 

 半球内相互干渉が想定される事態 上下視野間で競合頻度が異なり，同一半球内で競合

頻度が異なる事態では，半球内で視覚情報選択性の調整傾向が異なるため，それらが相互

干渉し，半球起因調整機構が低下することが，二段階機構モデルからは予想される。例え

ば，上下視野間の視覚情報選択性の調整を検討した研究 1（実験 2 および実験 3）では，上

下視野間で異なる競合頻度に対して行われる視覚情報選択性の調整を検討している。結果

は頑健な競合適応効果は得られなかった（本研究の実験 2，ηp
2 = .08; 本研究の実験 3, ηp

2 

= .09）。この結果は，半球内相互干渉によって半球起因調整機構が低下し，位置依存調整
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機構が反映したものと解釈できる。 

 本研究以外の研究において，半球内相互干渉が想定される事態についても注目する。

Wendt et al. (2008) は，刺激を左右視野の上か下のいずれか（左上，左下，右上，右下）に

呈示し，左右各視野内の上下（左上 vs. 左下もしくは右上 vs. 右下）で競合頻度を操作し

た。このように，刺激が一側刺激に呈示され，上下視野間で競合頻度が異なる事態での競

合適応効果の効果サイズ（ηp
2 = .22）は，小さかった。これに対して，Vietze & Wendt (2009) 

のように，上下視野間で競合頻度が異なる点は Wendt et al.と同様であるものの，画面中央

の上か下に刺激を呈示したため，刺激が両半球に冗長に投入される事態では，競合適応効

果の効果サイズは大きかった（Vietze & Wendt, 2009, Experiment 1, ηp
2 = .36; Żurawska vel 

Grajewska et al., 2011, Experiment 1a, ηp
2 = . 48）。これは，二段階機構モデルによって整合的

に解釈できる。つまり，一側半球にまず刺激が投入される事態とは異なり，両半球に冗長

に刺激が投入される事態には，半球間相補性機構が働かず，それに伴う半球起因調整機構

の上昇がなかったと考えられる。さらに，半球内で競合頻度が異なることによって，半球

内相互干渉が生じる。この半球内相互干渉が半球起因調整機構の低下を導き，位置依存調

整機構が優勢に反映した視覚情報選択性の調整が行われたと解釈できる。 

以上をまとめると，半球起因調整機構は，半球間相補性の働きと半球内相互干渉によっ

て，視覚情報選択性の調整に反映する度合いが異なる。一側半球に刺激をまず投入する事

態に加え，半球間で競合頻度が異なる事態では，半球起因調整機構がより反映した視覚情

報選択性の調整が行われる。一方，一つの半球内で異なる競合頻度の呈示位置に対して視

覚情報選択性の調整を行う事態には，半球内相互干渉が生じ，半球起因調整機構の視覚情

報選択性の調整への反映は低下する。 
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第 4 節 今後の展望 

 本論文では，刺激呈示位置の競合頻度に依存して行われる視覚情報選択性の調整は，位

置依存調整機構と半球起因調整機構が反映して行われていることが示された。この知見は，

これまでの視覚情報における認知的制御研究において指摘されてこなかった新たな知見で

ある。それゆえ，今後検討される課題は多く残されている。 

 本論文では，競合頻度に応じて行われる視覚情報選択性の調整に注目した。その結果，

半球起因調整機構と位置依存調整機構によって，視覚情報選択性の調整が行われることが

明らかとなった。これら二つの機構は，日常環境下においてどのような働きをするのだろ

うか。一つの可能性として，空間的な視覚情報処理を行うために用いられる参照枠が，視

覚情報選択性の調整機構に影響を及ぼしていると考えられる。一般的に，空間的な視覚情

報処理を行うためには，観察者を中心とする枠組みである自己中心的参照枠

（viewer-centered reference frame）と観察者の視点は関係なく，個々の空間対象に対して構

成される環境中心参照枠（environment-centered reference frame）がある。この二つの参照枠

が視覚情報選択性の調整機構に対応して影響を及ぼし，半球起因調整機構は，観察者の大

脳半球に基づくため，自己中心的参照枠によって，位置依存調整機構は，環境中心参照枠

によって反映するかもしれない。また，本研究で明らかとなった二つの調整機構が重畳し

て働くのと同様に，自己中心的参照枠と環境中心参照枠も，空間的な視覚情報処理を行う

際，重畳して働くことが明らかとなっている（Mathôt & Theeuwes, 2010; Pertzov, Avidan, & 

Zohary, 2011）。例えば，半側空間無視患者を対象とした研究（Calvanio, Petrone, & Levine, 

1987; Farah, Brunn, Wong, Wallace, & Carpenter, 1990）では，観察者の身体軸と重力軸が直交

するように右回り回転させた事態で視覚探索や言語報告などが求められ，モニターの左側

だけではなく上半分においても空間無視が生じることを示している。観察者の身体軸と重

力軸が直交する事態では，モニターの左側は，環境中心参照枠に対応し，モニターの上側

は自己中心参照枠に対応する。それゆえ，画面の左側に加え上半分においても空間無視が
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生じることは，二つの参照枠に基づいて，空間に対する情報処理を行っていることを示唆

している（Behrmann, 2000）。 

 このように重畳して働く参照枠は，本研究で明らかとなった半球起因調整機構と位置依

存調整機構によってそれぞれ参照枠を反映しているのかもしれない。半球起因調整機構は，

観察者の大脳半球に基づくため，身体を中心とする自己中心的参照枠を，位置依存調整機

構は，個々の空間対象に対して構成される環境中心参照枠を反映する。この対応関係を明

らかにするためには，今後さらなる検討が必要であるものの，もしそれぞれの調整機構が

参照枠を反映させているのであれば，日常場面における空間に対する認知的制御機構の解

明につながるだろう。 

 加えて，競合頻度に応じて行われる視覚情報選択性の調整が，潜在的に行われているの

かについても興味深い点である。本論文のすべての実験において，競合頻度に関して気が

つく参加者はいなかった。さらに，Ghinescu et al. (2010) やKuratomi & Yoshizaki (2012) は，

課題直前に与えられる出現頻度に関する情報の有無や内容に関わらず，競合適応効果が生

起することを明らかにしている。例えば，Kuratomi & Yoshizaki (2012) は，左右視野間に刺

激が呈示されるフランカー課題を用いて，課題前の競合頻度に関する教示が視覚情報選択

性の調整に及ぼす影響を検討した。その結果，課題を行う前に競合頻度に関して，実際の

操作（例えば，左視野が低競合，右視野が高競合）とは異なる情報（例えば，左視野が高

競合，右視野が低競合）を与えたにも関わらず，実際に操作された左右視野間の競合頻度

に応じて競合適応効果が生起した。このように，課題直前の競合頻度に関する情報の内容

および有無に関わらず，さらに課題後の内省報告において，競合頻度に気がつかないにも

関わらず，呈示位置に依存した競合頻度に応じて競合適応効果が生起することから，視覚

情報選択性の調整は参加者の意図を必要とせず潜在的に行われる可能性がある。 

 また，競合頻度に応じて行われる視覚情報選択性の調整は，刺激反応適合性パラダイム

ではない他の課題に対しても応用することができる。近年，視覚探索課題を用いた研究
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（Jiang & Swallow, 2013; Jiang, Swallow, & Rosenbaum, 2013; Jiang, Swallow, & Sun, 2014）で，

競合頻度に応じて行われる視覚情報選択性の調整と類似した結果が得られている。例えば，

Jiang et al. (2013) は，ターゲットの出現確率が低い呈示位置に比べて，それが高い呈示位

置では，ターゲットの探索時間が短いことを示した。さらに，参加者はこの出現確率の操

作に気がつくこことはなかった。この点に関しては，上述したように，競合頻度に気がつ

かないにも関わらず競合適応効果が生起する点と類似している。また，Chun & Jiang (2003) 

は，出現確率に応じて探索の効率性がある程度持続することを示している。この持続性は，

視覚情報選択性の調整においても見られ，本研究の実験 3 や吉崎・蔵冨（2012）において

も確認されている。このように，視覚探索課題を用いた研究から得られる知見と，競合頻

度に対する視覚情報選択性の調整の研究は双方に援用することができる。そのため，これ

らの研究を組み合わせることによって，日常生活における環境や文脈の有用性を明らかに

することが期待できるかもしれない。 
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